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は じ め に

原子力委員会は、１９９４年に「原子力の研究、開発及び利用に関す

る長期計画 （長期計画）を策定して以来約５年の間に、原子力を巡る」

国内外の情勢が変化している状況に鑑み、２１世紀社会に向けた新たな

長期計画を策定するため、１９９９年５月に長期計画策定会議を設置し

ました。

本分科会は、この長期計画策定会議の審議事項のうち、高速増殖炉と

これに関連する核燃料サイクル技術の在り方、方向性及び今後の課題に

ついて審議することを目的として、１９９９年７月に長期計画策定会議

の下に設置されました。

本分科会は、１９９９年９月から２０００年５月までの間合計１０回

開催され、そのうち１回を、核燃料サイクル開発機構の高速増殖原型炉

「もんじゅ」が立地する敦賀市で開き、また併せて同炉の視察を行いま

した。本分科会の議事概要や配付資料は原子力委員会のホームページ

（http://sta-atm.jst.go.jp/jicst/NC/nc-contents.html）

上に公開されています。

本報告書は、２０００年５月３１日に長期計画策定会議に報告され、

同会議において、同報告書及び他の分科会から提出される報告書の内容

を踏まえ、全体としての長期計画が策定されることとなります。
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１．序言

高速増殖炉及び関連する核燃料サイクル技術（ＦＢＲサイクル技術）

は、我が国において、現在の軽水炉及び同炉を基本とする核燃料サイク

、 、ル技術の次を担うものとして 計画的に研究開発が進められてきており

実験炉「常陽」による増殖性能の確認や同炉からの使用済燃料の再処理

によるプルトニウムの回収に続いて、原型炉「もんじゅ」による試験的

発電が行われるなどその成果を収めてきました。

海外においても、アメリカ、フランス、イギリス、ドイツ、ロシアな

どでは、実験炉や原型炉の長年にわたる建設や運転による経験を通じ一

定の成果をあげています。特に、フランスにおいては、原型炉「フェニ

ックス」及び実証炉「スーパーフェニックス」により増殖技術及び発電

技術が実証されるなど世界を先導して多くの成果をあげてきました。

しかしながら、昨今、原子力開発利用とそれを取り巻く環境は、国内

的にも国際的にも厳しいものとなっています。まず、世界的には、原子

力発電事業の低迷が続く中で、市場の自由化による国際競争の激化を通

じエネルギー産業の大改革が進められる時代を迎え、原子力発電の将来

は不透明になっています。その背景には、先進国に共通して見られるエ

ネルギー需要増の減速化傾向やガスタービン発電など原子力以外のエネ

ルギーの経済競争力が技術革新などにより相対的に高まってきている事

情がありますが、高レベル放射性廃棄物の最終処分の実施が具体化され

るに至っていないなど核燃料サイクルの下流部門の不透明感も関連して
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います。また、ＦＢＲサイクル技術の研究開発においても、フランスの

実証炉「スーパーフェニックス」の閉鎖が決定されるなど、状況が大き

く変化しています。

日本でも、原子力開発利用は様々な課題を抱えています。前回の長期

計画策定の後で起きた一連の事故や事件により、原子力政策及び原子力

事業に対する国民の信頼は著しく損なわれ、原子力発電をこれ以上拡大

することに懸念を感じる人が増えてきています。

ＦＢＲサイクル技術の研究開発においても、原型炉「もんじゅ」は、

１９９５年１２月に試運転の途中でナトリウム漏えい事故を起こしたこ

とにより運転が停止されたまま、運転再開へ向けての行政手続きはいま

だ進められていません。実証炉の建設計画については、前回の長期計画

において２０００年代初頭に着工することを目標に計画を進めるとされ

ていましたが、事故後の高速増殖炉懇談会報告により 「もんじゅ」及、

び民間の研究成果等を十分に評価した上でその決定が行われるべきと見

直されました。また、ＪＣＯ臨界事故は、実験炉「常陽」用のウラン濃

縮度の高い特別の核燃料を製造する過程において起きた事故でした。

一方、地球社会全体を眺めてみますと、なお多くの難問が山積してい

ます。そして、その難問のいくつかはエネルギーと大いに関連がありま

す。地球環境の悪化は、途上国における経済的成長の権利を保証しつつ

エネルギー需給を世界的にいかに制御すべきかという難題を提起してい

ます。すなわち、先進国においては一層の省エネルギーの努力が求めら
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れているものの、途上国における人口増加と経済成長を考慮しますと、

二酸化炭素を直接的に発生しないなど環境負荷の少ないエネルギー源の

開発が望まれており、原子力はその有力な技術的選択肢の一つと考えら

れています。

しかしながら、その原子力については、原子力安全や放射性廃棄物問

題に加えて、冷戦終結後もなお難渋する核軍縮問題と、冷戦の終焉によ

ってかえって懸念が増大しつつあるように見受けられる核拡散問題があ

ります。核軍縮問題や核拡散問題は、世界的に避けて通れない課題であ

り、当事国ばかりでなく国際的にその解決に取り組んでいかなければな

りません。

第三分科会では、我が国の原子力開発利用が直面する課題とともに、

２１世紀の地球社会におけるグローバルな課題を解決していくことが重

要との認識に基づき、我が国におけるＦＢＲサイクル技術の研究開発の

在り方と将来の展開について検討しました。検討に当たっては、まず、

その開発の前提となるべき原子力開発の全体計画の将来の方向性につい

て議論した上、その方向性の中での同技術の位置付けと開発の進め方、

及びその将来展開に関する考察を行いました。

開発の位置付けと進め方に関しては第２章に、そして将来展開に関し

ては第３章にそれぞれ記述しました。
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２．高速増殖炉及び関連する核燃料サイクル技術の研究開発の在り方

２．１ 原子力開発の将来の方向性と高速増殖炉及び関連する核燃料サ

イクル技術の位置付け

まず、これからの原子力開発の将来の方向性、特にその中において重

点的に考慮すべき事項について述べ、次いで高速増殖炉及び関連する核

燃料サイクル技術（ＦＢＲサイクル技術）の開発上の位置付けについて

議論します。

原子力開発の将来の方向性として第一に重要な視点は、いうまでもな

く安全最優先の更なる徹底です。ＪＣＯ臨界事故の教訓として、原子力

安全の根本は事業に携わる人と組織の問題であり、安全規制によるチェ

ック機能の強化はもとより、より高い安全意識に基づく安全管理体制を

確立し、安全教育の徹底を図るとともに、原子力の安全に対する社会的

視点を特に重視すべきことがすべての関係者に求められています。事故

調査報告書では、経済性を追求するあまり安全性がないがしろにされて

、 、いたことが事故の遠因ではないかと指摘されていますが 原子力の場合

事故の発生による社会的影響の大きさを考えれば安全第一が長い目でみ

てむしろ経済的であることは明らかで、安全性と経済性を両立させると

の基本的考え方を従前にも増して貫いていく必要があります。

原子力を取り巻く環境が厳しくなっている一つの背景には続発する事

故や事件による人々の不信感の増幅があります。その不信感を和らげて
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いくためには、事故や事件の再発を防止し「安全」の実績を積み重ねて

いくことが何よりも重要です。もんじゅ事故は一連の事故や事件の中で

も社会への影響が特に大きかったことを鑑みると、この安全最優先の考

え方は、ＦＢＲサイクル技術の研究開発に当たっても最重視されるべき

課題であることは言うまでもありません。

第二に重要な課題は、核燃料サイクルの下流部門、すなわち放射性廃

棄物問題への対策です。とりわけ優先的に取り組むべき課題は高レベル

放射性廃棄物に関する対策であり、同廃棄物の最終処分に向けて計画の

着実な進展を図る上から、処分事業の実施主体の設立とともに、科学的

研究を目的とする深地下の研究施設の建設が緊要な課題とされています

が、長期的観点からは、半減期の長い放射性物質を分離し変換すること

により廃棄物中の放射能の寿命を出来るだけ短くする技術の開発も重要

です。ＦＢＲサイクル技術は、この半減期の長い放射性物質の分離変換

技術と大いに関連があり、環境負荷のより少ない原子力利用を目指す上

で有効と考えられています。

第三に、原子力に関しても経済性の一層の追求が要請されています。

電力市場の自由化及びそれに伴うコストダウンと国際競争力の強化はも

はや時代の趨勢であり、他電源との競合性が今後ますます重視されるで

あろうことを認識しておく必要があります。この点は、軽水炉を基本と

する現在の原子力利用体系においても考慮されなければならないことで

すが、ＦＢＲサイクル技術のような将来の技術的選択肢を開発していく

に当たっても考えておかなければならない要件です。また、長期的かつ



- 7 -

グローバルな視点からは、途上国においても経済的に成立し易い原子力

技術の開発が求められていることを念頭に置いておく必要があります。

この点から、例えばアメリカでは、途上国における利用可能性をも考慮

に入れた将来の原子力利用技術について研究が始められています。

第四のそして今後ますます重要になるであろうと思われる観点は、不

透明感を増している将来への備えです。すなわち、将来の情勢の変化に

備え、我が国にとって長期的に安定的なエネルギー源を技術的に確保し

ていく必要があり、原子力はその点で有力な技術的選択肢と考えられま

す。そして、それは、我が国ばかりでなく世界のエネルギーの安定供給

にも寄与するものと考えられます。例えば、二酸化炭素排出量の増加に

よる地球温暖化現象の深刻化が長期的に憂慮されており、それに対処す

るには、省エネルギーを図るとともに自然エネルギーの利用を推進すべ

きですが、それだけでは十分でなく、非化石燃料源の重要な技術的選択

肢の一つとして、原子力を今後とも開発して行くことが期待されていま

す。

そのような将来の備えとしてのエネルギー源、すなわち長期的に安定

的なエネルギー源としての原子力技術に求められる要件は、上記の安全

性、放射性廃棄物対策及び経済性に加えて、環境負荷の一層の低減を目

、 。指した資源リサイクルすなわち省資源と 核不拡散への特段の配慮です

省資源化のためには、いろいろな方策を講ずる必要がありますが、ウ

ラン資源の有効利用を図る観点からは、使用済燃料中のプルトニウムを
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再利用することが最も有力な技術的手段と考えられています。プルトニ

ウムを燃料として最も効率的に利用できる原子炉は高速中性子を利用す

る原子炉であり、したがって将来的に有力な選択肢としてＦＢＲサイク

ル技術の開発が重要です。また、そのことは高速増殖炉懇談会の結論に

も示されている通りです。問題は、その研究開発に著大な資金と長期の

年月を要することで、諸外国が開発を断念した理由の一つもその点にあ

ります。しかし、先進国の中でも特に際だったエネルギー資源小国であ

るだけでなく、石油についても一番の中東依存国であるという我が国の

特殊性からすれば、日本のためばかりでなく世界も視野に入れたエネル

ギー問題の解決に向けて資源節約型エネルギー技術を開発することによ

り将来の技術的選択肢を確保していくことが重要です。ＦＢＲサイクル

技術はそのような技術的選択肢の中でも潜在的可能性が最も大きいもの

の一つとして位置付けられます。したがって、日本独自の構想と判断の

下に国が主体となって長期的観点からその研究開発に取り組むことが必

要です。

一方、プルトニウム燃料の利用に当たっては核不拡散への留意が特段

に重要になります。情報公開によって透明性を確保するとともに、将来

的には、技術的に核拡散につながりにくい核燃料サイクルを開発するこ

とが重要です。そのためにはプルトニウム以外の有用物質であるマイナ

ーアクチニドについても同じ超ウラン元素として一緒に燃料として利用

することが、プルトニウムを分離することなく、かつそれを原子炉で燃

焼し他の物質に変換できることから有効と考えられています。このこと

は資源リサイクルによる省資源のためばかりでなく、最終処分の対象と
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なる放射性廃棄物中に残留する潜在的に危険性の高い超ウラン元素の量

を少なくすることができる観点から、廃棄物問題の解決にも貢献し得る

と考えられます。

プルトニウムを燃料として使用することに関連して、米露間の核軍縮

を進める上で欠かせない核兵器の解体に伴って発生する余剰のプルトニ

ウムの処理問題があります。同問題は、米露間ばかりでなくＧ８諸国を

始めとする多国間協力が国際的に求められており、いくつかの構想が提

案され具体的に検討されつつあります。その内の一つとして、ロシアで

開発されてきたＦＢＲサイクル関連技術を転用してロシアの余剰プルト

ニウムを処理するという日米露協力が日本政府の提案により進められて

います。このような国際協力は、米露を始めとする核兵器国の核軍縮を

促す観点からきわめて重要であり、ＦＢＲサイクル技術の将来の潜在的

役割として大きなものがあります。また、このことに関連して日本のよ

うな非核兵器国の積極的関与が核軍縮プロセスの透明性を向上させる上

で有効であるとの認識が国際的に醸成されつつある点にも留意すべきで

す。

最後に、既に述べたように、長期的に安定的なエネルギーを提供する

技術的手段としての原子力技術も経済合理性がなければ現実にはなかな

か採用されません。したがって他の技術的選択肢との競合を念頭におき

つつ実用化の目標を定め、その研究開発を進めていく必要があります。

しかしながら、技術によってエネルギーの長期的安定確保を図ることと

経済性の問題は、エネルギー源の間の単なる比較優位性にとどまらず、
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日本のような大量の資源輸入国にとっては海外からのエネルギー資源確

保に際し国としての一種の交渉力にも大いに関係しており、その研究開

発に当たっては、長期的かつ総合的観点から国として着実かつ粘り強く

取り組むことが期待されます。

原子力開発の将来の方向性及びその中でのＦＢＲサイクル技術の位置

付けに関し以上のような観点に立てば、もんじゅ事故以降５年近くを経

過した今日、関係機関の努力により一定の進展はあるものの、同技術の

研究開発が円滑に進められない状況にあることが憂慮されます。関係者

の一致した取り組みにより一刻も早く現状が打開され、以下に述べる同

技術の研究開発の進め方に従って着実な前進を図っていくことが望まれ

ます。

２．２ 高速増殖炉及び関連する核燃料サイクル技術の研究開発の

進め方

ＦＢＲサイクル技術の研究開発を巡る諸外国の動向は多様です。ロシ

アや中国のように熱心な国がある一方で、欧米の原子力先進国のほとん

どは、いろいろな事情から、一定の成果をあげた上、開発を中止したり

方向の転換を図ったりしています。我が国は、これまで、それらの先進

国に追従して開発に取り組んで来ましたが、今や日本が自らその先導的

役割を担う立場に置かれています。

先導型の研究開発を遂行するに当たっては、先進国における先例を参
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考に、これまでの追従型とは違った新たな取り組みが必要です。すなわ

ち、ＦＢＲサイクル技術の研究開発のように長期的かつ着実に取り組む

べき課題については、国が主体になって推進する必要がありますが、実

用化構想を早期に絞って研究開発を推進してきたため、その後の状況の

変化に対応できなくなったなど過大な開発リスクによって破綻した先進

国の例を教訓に、リスクの極少化と分散化を図る必要があります。その

場合、国の研究開発で見落とされがちなコスト意識を高める観点から研

究開発にも競争原理をさらに取り入れるなどの新しい取り組みの下に進

めていくことが肝要です。

以下に、そのような新たな取り組みに基づくＦＢＲサイクル技術の研

究開発の進め方について述べます。

まず、第一に開発の柔軟性、すなわち開発に選択の幅をもつことが重

要です。海外でも、例えばフランスでは、原型炉「フェニックス 、及」

び実証炉「スーパーフェニックス」の経験を踏まえた上、現在ではガス

冷却型炉も視野に入れ研究開発を進めています。また、２００６年まで

にサイクル全体の技術開発の評価を行う予定になっています。ロシアに

おいても、ナトリウム冷却炉である運転中の「ＢＮ－６００」及び財政

難のため建設を中断したままの「ＢＮ－８００」に加え、鉛冷却型炉の

開発も行っています。アメリカが昨年から手掛けている新原子力研究計

画「原子力エネルギー研究イニシアチブ（ＮＥＲＩ 」では核不拡散型）

核燃料サイクルを指向しており、増殖炉ではありませんが中小型炉で途

上国向けの技術開発も視野に入れつつ検討が始められています。このよ
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うに、各国ともに将来の技術的選択肢の開発に当たっては、それぞれの

国における研究開発の実績を踏まえつつその選択の幅をできるだけ広く

とって進めており、日本においても同様の考え方をとることが適切と考

えられます。

そのような多様な選択肢の技術的検討を進める観点から、現在、核燃

料サイクル開発機構（サイクル機構）において関連機関の協力も得つつ

「実用化戦略調査研究」が進められています。多様な選択肢に関する研

究開発の方向性を見極めていくに当たっては、同調査研究の結果に関し

適切な段階で原子力委員会の場において評価していく必要があります。

その際 「実用化戦略調査研究」の成果に加えて、それ以外の斬新な提、

案も評価の対象として取り上げていくことが必要です。

国として研究開発成果を適切に評価し将来の方向性に関する的確な判

断を下していくためには、その基礎となる技術評価基盤を開発し整備し

ていくことが不可欠です。過去、日本においては、独自の構想や判断と

いうよりもどちらかといえば諸外国における前例に追従することに重き

が置かれることが少なくありませんでしたが、今後は前例のない技術開

発に取り組むとの観点から、技術情報・知識データベースを体系的に整

備し、研究開発機関の間の連携をこれまで以上に強化することが重要で

す。また、前例のない技術開発には、結果の成功が必ずしも保証されて

いないこと、すなわち常に開発リスクを伴うことを念頭におきつつ、そ

のリスクを最小化する努力が恒常的に求められていることを忘れるべき

ではありません。
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ＦＢＲサイクル技術のうち、最も開発が進んでいるものは、ＭＯＸ燃

料とナトリウム冷却を基本とする技術です。他の選択肢との比較評価の

ベースともなるので、技術的選択肢を広く検討していくに際しても、同

技術の評価をまず優先して行うことが不可欠です。同技術に関する今後

の重点開発項目をあげれば、ナトリウム取扱技術、ＭＯＸ燃料再処理、

ＭＯＸ燃料加工等があります 特にナトリウム取扱技術については も。 、「

んじゅ」による発電プラントとしての運転経験に基づく実証に最優先で

取り組むことが必要です 「もんじゅ」は、その他にも、高速中性子を。

発生し利用する大型装置としてＦＢＲサイクル技術に関連する様々な研

究開発の目的に供することができ、また、近い将来には世界で唯一の本

格的ナトリウム冷却炉になる可能性があることから、我が国及び世界に

おける将来のＦＢＲサイクル技術の研究開発の中核的役割を担うことが

期待されています。これらの見地から、ＦＢＲサイクル技術の研究開発

のために「もんじゅ」の早期の活用が望まれます。

「もんじゅ」に関しては、地元住民等が提訴していた、原子炉の設置

許可処分は無効だとする行政訴訟と、建設・運転の差し止めを求める民

事訴訟の両訴訟について、いずれも「原告らの請求を棄却」する判決が

福井地裁において２０００年３月２２日に示されました。判決は、１９

９５年のナトリウム漏えい事故についても「安全審査の合理性を左右す

るものではない」との見解を示しています。しかしながら、事故による

社会的影響は著大なものがあり、またとりわけその事故が初歩的な技術

的欠陥に起因していたことを関係者は十分に肝に銘じて今後の研究開発

に取り組む必要があります。
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上記の「原子力開発の将来の方向性と高速増殖炉及び関連する核燃料

サイクル技術の位置付け」に示したように、資源リサイクル・核不拡散

型サイクルの観点からは、高速炉によるマイナーアクチニドの燃焼技術

。 、を視野に入れた先進的リサイクル技術の開発が有効です そのためには

湿式対乾式再処理プロセス、合金対化合物燃料、集中型対一体型サイク

ル等、提案されている技術的選択肢に関し長期的視点から総合的に比較

検討を行っていく必要があります。さらに、将来の選択肢を広げる上か

ら、鉛冷却やガス冷却等の冷却方式の違い、高転換炉や高温ガス炉等の

他の形式の新型炉など炉型選択についても広く考えていくことが適当で

す。また、加速器による核変換技術等の将来の技術的可能性についても

研究を進めていくべきです。

いずれにしても、ＦＢＲサイクル技術の開発には段階的に着実な進展

を図るとともに、長期的かつ継続的に取り組んでいかなければなりませ

ん。したがって、それに必要な人材の糾合と育成を常に図りつつ技術開

発ポテンシャルの向上と確立に不断に取り組むとの観点が肝要です。そ

のためには、同技術の研究開発に当たって、原子力以外の他分野との交

流に努め革新的技術の導入を図るとともに、他分野との共通性の高い最

先端の研究課題に挑戦的に取り組むことを促すなどの長期的施策が必要

です。

一方、研究開発を進めるに当たっても、経済効率性の維持及び追求が

不可欠です。そのためには、産学官の連携による資源の有効活用に加え

て、国の研究開発についても企業間の自由な競争と参入をできるだけ可
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能にすることが大切です。そこでは国際競争を活用する方策も考慮すべ

きです。さらに発注者と受注者の関係を明確に区別して、権限と責任の

けじめをつけることが重要です。なお、国の研究開発の成果の民間への

移転については、電力市場の自由化という新たな状況を踏まえて、電気

事業者以外の民間業者と契約する可能性も、視野に入れる必要がありま

す。

また、国際的牽引力となることを目指して我が国の主体性を明確にし

つつ国際協力によって技術開発の効率化を図ることが重要であり、現在

既に進行している日仏及び日露の二国間協力を推進するとともに、核軍

縮及び核不拡散への技術協力を行っていくことも重要です。特に、ロシ

アの解体核兵器から発生する余剰のプルトニウムの処理を目的にロシア

の「ＢＮ－６００」及びＭＯＸ燃料加工技術を利用することに関する日

米露協力が日本政府の提案により進行中であり、これを進める必要があ

ります。

原子力委員会は、研究開発の到達度や進め方についてのチェックアン

ドレビューを、第三者的な観点を十分に尊重しつつ随時行う必要があり

ます。なお、評価に当たっては、単なる技術評価にとどまらず、必要に

応じ社会的状況変化等を踏まえて研究開発政策等の見直しを行うことが

肝要です。研究開発機関は、できるだけ融通性に富む技術開発プログラ

ムを立て社会情勢の変化に柔軟に対応できるようにするとともに、外部

評価によって評価の透明性を確保することが不可欠です。
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３．高速増殖炉及び関連する核燃料サイクル技術の研究開発の将来展開

ここでは、まず、これからの高速増殖炉及び関連する核燃料サイクル

技術（ＦＢＲサイクル技術）の研究開発における基本的な留意事項につ

いて述べ、次いで研究開発体制の在り方と研究開発の具体的展開につい

て検討を行います。

３．１ 基本的取り組み

（１）安全確保への不断の取り組み

言うまでもなく、ＦＢＲサイクル技術の研究開発においても、安全性

、 。の確保はその大前提となるものであり 最優先に取り組むべきものです

（ＪＣＯ臨界事故）

ＪＣＯ臨界事故は、作業員の深刻な被ばくと周辺住民の避難や屋内退

避を招き、原子力利用に対する国民の信頼が大きく損なわれた重大な事

故でした。ＪＣＯ臨界事故を受け、国は 「核原料物質、核燃料物質及、

」 「 」び原子炉の規制に関する法律 の改正及び 原子力災害対策特別措置法

の制定を行い、安全規制及び防災対策を強化しました。

事故調査報告書によれば、同事故は、実験炉「常陽」用燃料の原料と

なる２０％近くの高いウラン濃縮度の硝酸ウラニル溶液を４０リットル

単位で非定常的に製造するという特殊な作業において発生したもので、
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その特殊性に関する配慮が十分になされていませんでした。事故を招い

た直接的原因は、許認可上定められた作業基準を逸脱した操作が行われ

ていたためで、組織として安全確保に対する責任を履行し得る体制にな

っていなかったことが指摘されています。

このような事故の再発を防止するためには、上記の法改正と制定によ

る規制の強化や防災対策の整備に加えて、まず、個人的にも組織的にも

安全確保の責任をより明確化させていく必要があります。また、事故が

発生しても他へ波及しないようにするなど、被害を最小限にするための

システムを構築していく必要があり、失われた国民からの信頼をそれに

よって回復していかなければなりません。

（安全確保のための教育）

安全は、それについての十分な知識の上に強い責任感を持つことによ

って確保されるものと考えられます。したがって、まず職務に関し責任

感を持つことが正しく教育される必要があります。その上で、安全なシ

ステムを構築しつつ、研究開発に携わるすべての人が、その業務に関す

る安全性について十分な教育を受け、安全確保についての高い意識を持

てるような体制を整備していくことが重要と認識すべきです。

（安全確保のためのシステムの構築）

一般に原子力施設は多様なシステムが統合されたものであり、機器の

故障等の発生の可能性をゼロにすることは不可能です。このため、早期

に故障を発見したり、故障が起こっても他へ波及しないようにするなど
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トラブルを未然に防ぐシステムを構築する必要があります。また、原子

力施設に限った問題ではありませんが、人の介在する部分でのトラブル

が発生しやすいことに鑑み、人は誤りを犯すことを前提にソフト及びハ

（ ）ード両面からの対策を一層講ずるなどヒューマンファクター 人的要因

をより重視したシステムを構築すべきです。さらに、万一、施設外へ影

響を及ぼすような事態に至ったとしてもその影響の拡大を防ぐシステム

も重要です。また、ＦＢＲサイクル技術はプルトニウムの利用を前提と

していることから、万が一の事態に備えるとの観点から、プルトニウム

の生体への影響に関する研究を継続的に進めていくべきです。

（２）国内外の理解を得るための透明性の向上

ＦＢＲサイクル技術の研究開発については、その意義及び進め方等に

関し立地地域社会を始めとした国民レベルでの理解を得ることが必要不

可欠です。

このため、研究開発の意義及び進め方、施設の安全性、防災等につい

て、国を始めとする関係者が情報公開に努めることはもちろんのこと、

説明会、シンポジウム等の様々な機会を通じて一般の人々への説明責任

を十分に果たしていかなければなりません。また、多くの人々が新聞、

テレビ等のマスコミを通じて情報を得ることから、関係者はマスコミと

のコミュニケーションにも十分配慮すべきです。

さらに、立地地域社会との関係においては、自主的な地域開発を支援
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する振興事業等を通じ地域社会との信頼関係を深め共存を図っていくこ

とが重要です。

また、もんじゅ事故やＪＣＯ臨界事故等により、地元を始めとする国

民の不安感、不信感が高まっており、国を始めとして、関係者は、その

信頼回復に努めなければなりません。

特に、ＪＣＯ臨界事故に対しては、濃縮度約２０％の濃縮ウランを扱

っていたにもかかわらず、工場内の核物質の管理体制が必ずしも十分と

はいえなかったことから、日本の核物質防護体制の不備を憂慮する声が

諸外国からあがりました。濃縮度約２０％の濃縮ウランやプルトニウム

などの核拡散上機微な物質については、核物質防護上の観点からその工

場内の移動や計量管理状況に関し、国がより適切に把握することが重要

との指摘が事故調査報告書にもあり、必要に応じてその情報を公表する

などの強化策を検討すべきです。これによって情報の管理と公開が一層

進めば、日本のプルトニウム利用に関する透明性を向上させる効果も期

待されます。

（３） 社会的要請への柔軟な対応

（柔軟かつ着実な計画の遂行）

社会的な情勢や内外の研究開発動向等を見極めつつ研究開発を推進す

る必要があります。すなわち、電気事業の自由化に伴い将来的に新たな

ユーザーが参入して来たり、また需要構造の変化によって新規の原子力



- 20 -

発電所の発注に係わる諸条件も変わっていくことも考えられるなど、社

会的ニーズに関する長期的展望を踏まえつつ研究開発を進める必要があ

ります。その際、ＦＢＲサイクル技術が、本来、技術的な多様性を備え

ていることに着目し、選択の幅を持たせていくことが重要であり、炉型

選択、再処理法、燃料製造法について広く検討を行うべきです。

また、内外の研究開発動向を広く調査しその中から真に努力を傾注す

る価値のある課題を抽出するとともに、新しいアイデアの提案や展開を

奨励する観点から大学等における関連分野の基礎基盤研究の充実を図

り、それらの結果にも注目しつつ計画を随時見直していくべきです。

他方、単に基礎基盤的研究課題にとどまることなく、実用化の可能性

を追求する研究開発課題については、決められた計画を粘り強く着実に

進めていくことも重要で、特に現在のところ、最も開発の進んでいる技

術であるＭＯＸ燃料とナトリウム冷却技術を基本とする「もんじゅ」に

ついては、その早期の運転再開を実現し、研究開発の中核的施設として

活用していくべきです。

（原子力政策円卓会議の提言）

「もんじゅ」の早期運転再開は、原子力政策円卓会議の提言でも示唆

されています。同提言に示されている「その後の処置」に関する選択肢

（i （ii （iii）については （i）の「一定期間研究開発を行い必）、 ）、 、

要なデータを得た上で廃炉する」及び（iii）の「従来の予定通り炉の

運転を再開し研究開発を継続する」は、いずれも 「柔軟かつ着実な計、
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画の遂行」の観点から適当でなく、技術的選択肢の確保に粘り強く取り

組む上から （ii）の「一定期間研究開発を行った上でその処置を判断、

する」を選択することが妥当です。すなわち、発電プラントとしての信

頼性を実証するとともにその運転実績を通じナトリウム取扱技術を確立

するという所期の目的を達成するために「もんじゅ」の早期運転再開を

行い、この所期の目的の他にも「もんじゅ」の活用を図るべきか否かに

ついては、今後の「もんじゅ」を含めた研究開発の成果等を踏まえて判

断することが適当です。

なお、本分科会では、原子力政策円卓会議の（i （ii （iii）の）、 ）、

選択肢以外に 「運転再開をせずに博物館とする」という案も委員の一、

人から示されました。

（４） 実用化を目指した経済性の追求

（経済性の追求）

電力市場の自由化等にみられるように経済性の一層の追求が社会的に

要請されており、原子力についても他の電源との競争力を重視する必要

があります。そのためには、まず第一に、ＦＢＲサイクル技術の研究開

発に当たって、実用化段階において軽水炉や他電源と比肩し得る経済性

を達成するという究極の目標を設定しておくことが必要です。そのため

に、原子炉、再処理、燃料製造の各々について高い目標値を目指し、特

に原子炉の研究開発については、ＦＢＲサイクル技術全体の経済性に占

める比重が大きいことを考慮する必要があります。
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ＦＢＲサイクル技術の多様な選択肢について、このような経済性等の

観点から実用化の可能性を十分に検討し、将来のＦＢＲサイクル技術の

実用化像の絞り込みと実用化への道筋をつけるための調査研究を進めて

いく必要があります。

研究開発を進めるに当たっては、研究開発資金の効率化を図る観点か

ら、産学官の連携を強化し人的資源の有効活用を図るとともに、国の研

究開発についても企業間の自由な競争と参入を促すとの新たな視点を必

要としています。さらに、国際協力や国際競争を通じて研究開発効率の

向上が図れるような環境を醸成していく施策が求められています。

（実用化に向けた展開）

高速増殖炉の実証炉の具体的計画については、実用化に向けた研究開

発の過程で得られる種々の成果等を十分に評価した上で、その決定が行

われることが適切であり、実用化への開発計画について実用化時期を含

め柔軟に対応していくことが適切です。

（５）国際的要請への積極的取り組み

（国際協力）

ＦＢＲサイクル技術の研究開発分野において、国際的牽引力になるこ

とを目指し、我が国が主導的に取り組むべき部分を明確にしつつ、国際

協力によって技術開発を効率的に進め、研究開発成果を国際的に役立た

せるとの観点から、現在実施されている日仏協力、日露協力を始めとし

て、各国との協力を積極的に推進することとします。
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また、核軍縮及び核不拡散への技術協力という観点も重要であり、ロ

シアにおけるＦＢＲサイクル技術を利用した余剰兵器プルトニウム燃焼

に係る研究開発に引き続き取り組みます。

（核不拡散の努力）

、 、 。我が国の原子力の研究 開発及び利用は 平和の目的に限っています

核不拡散については、我が国は、原子力施設等について、国際原子力機

関（ＩＡＥＡ）の保障措置上の厳しい監視を受け入れています。

プルトニウムについては、利用目的のない余剰プルトニウムを持たな

いとの原則に基づき、全体のプルトニウム需給に適切に配慮しつつ計画

的に利用していくことが重要です。またテロリストなどによる破壊活動

や核物質の盗難が危惧され、危機管理体制を強化するとともに、プルト

ニウムの盗難等がないようにする核物質防護についても、核物質防護条

約に加盟し、世界の国々と一致協力して対策をとっています。さらに、

分離プルトニウムの管理状況について毎年公表するなど、プルトニウム

利用の透明性向上にも積極的に取り組んでいます。

ＦＢＲサイクル技術の研究開発においても、上記のような観点から、

適切な保障措置を受け、国の指導の下、的確な核物質防護措置をとるこ

とにより、今後とも各国からの疑念を招かないように努力することが基

本です。
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３．２ 研究開発体制

（１） 役割分担

実用化に向けた研究開発を進めていくに当たっては、従来の研究開発

成果を活用するとともに、新たな発想の創出に挑戦することが必要であ

り、内外の研究者の力を結集して、多様な選択肢の検討を含め、原子炉

システムと核燃料サイクルシステムについて整合性をもって進めること

が重要です。したがって、ＦＢＲサイクル技術の研究開発に参加する組

織、すなわち核燃料サイクル開発機構（サイクル機構 、日本原子力研）

究所（原研 、電気事業者、電力中央研究所（電中研 、メーカー等が） ）

それぞれの役割を担いつつ、緊密な連携を図ることが求められます。

このような観点から、研究開発に必要な人、資金等の資源を有効活用

し、効率的に研究開発を進めるため、サイクル機構と電気事業者が一致

協力して「実用化戦略調査研究」を実施しており、既に電中研及び原研

も参画しています。各機関は、これが大きな成果を得るよう努めていく

必要があります。

国は、関係機関におけるＦＢＲサイクル技術の研究開発が効果的かつ

効率的に推進されるよう、その全体的な進め方について定期的な評価及

び必要に応じた見直しをしていかなければなりません。

サイクル機構は主要な研究開発施設を有し、ＦＢＲサイクル技術を確
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立するための主導的役割を担うべく国民の負託を受けた研究開発機関と

して、これまでの知見・経験をいかし、実用化に向けたＦＢＲサイクル

全般の研究開発を計画的に進めていく責任を持ちます。

原研は、ＦＢＲサイクル技術の基礎基盤研究を担う主要な機関として

関連の研究開発を推進します。

電気事業者は、ＦＢＲサイクル技術の実用化の目途がついた後には、

将来のユーザーとして主体的に実用化のための開発を進めていくことと

なります。したがって、実用化に向けた研究開発にその計画策定段階か

、 、ら積極的に参画し 研究開発においてコスト意識が強く反映されるよう

サイクル機構等と一致協力していく必要があります。

電中研は、ＦＢＲサイクル技術の基礎基盤研究及び将来のユーザーた

る電気事業者のニーズに応えるための実用化技術に関する研究開発を推

進します。

メーカーは、その独自のノウハウをいかし、関連研究開発、施設の建

設、保守、改良等に関する受注を通じて、また研究開発機関、他メーカ

ー等との協力を通じて、実用化に向けた研究開発を支える設計技術及び

製造技術を開発しつつ、その成果を実用化に向けた研究開発に役立てて

いくことが望まれます。

大学等は、その幅広い基礎基盤研究において、革新的技術を創出する

ことが望まれます。
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また、これまで原子力に係る研究開発を行っていなかった企業等がＦ

ＢＲサイクル技術に係る研究開発に参入する機会をつくるなど研究機関

との間の競争的な環境を醸成していくことも重要です。その際、科学技

術基本計画でも指向されている競争的資金の導入の可能性や、研究開発

機関間の切磋琢磨によって技術進歩を促すことの可能性も考慮すべきで

す。

（２） 技術情報・知識データベースの整備・確立

（背景）

ＦＢＲサイクル技術の研究開発に先導的に取り組み、その成果を的確

に評価していくためには、我が国として独自の評価能力を有している必

要があり、そのための技術情報・知識データベースの整備・確立が欠か

せません。

、 、技術情報・知識データベースの整備に当たっては 実プラントの設計

製作、運転、保守に関する技術情報等を含め、これまで各機関が蓄積し

てきた研究開発成果に関する技術情報を広く集め、共有化する必要があ

ります。すなわち、従来の追従型から先導型へ移行しての開発の展開に

伴い、開発の成果を客観的かつ的確に評価することがますます重要とな

ってきています。

、 、一方 これまでの研究開発の過程で得られた膨大な技術情報の活用は

今後の開発を効率的に進める上で重要ですが、これらの技術情報は基本
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的に各機関の中に分散しており、このままでは、いずれ、かなりの部分

の技術情報が希薄化したり埋没して、散逸してしまう可能性が懸念され

ています。また、今後の開発の過程で得られる技術情報についても体系

的に有効活用を図っていく新たな仕組みを必要としています。

（知識データベースの構築）

、 。技術情報・知識データベースには 次のような二つの側面があります

まず、開発の担い手が蓄積してきた技術経験に基づくものがあり、これ

は、単に明示された知識データベースのみでは伝承できない多くの暗黙

のノウハウからなっています。したがって、これらの知識データベース

は範囲の広さよりもその深さに重要な意味があります。また、これは、

設計、建設、運転などの具体的な開発プロセスの経験や蓄積に基づくノ

ウハウとして継承される性格のものです。

もう一つの技術情報・知識データベースには、これらの開発の成果に

関する情報あるいは海外での開発成功例からの情報など、主としてその

成功プロセスに基づく知識データベースがあります。特に、すべての技

術的選択肢について開発を同程度に実施することは現実的に困難である

以上、共同研究や試験の共同実施等により海外での技術開発情報を広く

把握することは、技術的選択肢に関する開発シナリオの判断を広い視点

から行う上で欠かせません。

以上のように基本的に二つのタイプの知識データベースがあります

が、後者の広い技術開発情報に基づく知識データベースは、前者の確実
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な経験に基づく深い知識データベースが確保されていることにより、初

めて有効に活用できるものです。今後、我が国が先導的に開発を行って

いく際に、その開発の推進及び成果の評価を自らの判断で行い、効率的

かつ確実な開発を進めるためには、この両者の知識データベースの構築

が重要です。

技術情報・知識データベースについては、まず各機関が自ら取りまと

め、その結果をサイクル機構が中心となって集約し、透明性を確保しつ

つこれを共有化することが重要です。

（３）人材の確保

ＦＢＲサイクル技術の研究開発を今後、高い水準で継続的に実施して

いくため、各機関の高いポテンシャルを維持しつつ技術の継承を図り優

秀な人材の確保に努める必要があります。

技術の継承と人材確保のため、各機関は相互に連携しつつ、適切な研

究開発目標を設定し、研究開発施設を設計、建設し、これを運転、維持

していくなど、技術継承を行いながら新しい技術の開発・改良を行って

いく環境の整備も必要です。

この際、先端的かつ挑戦的課題に関する研究開発を進めることが人材

の確保につながるという視点が重要であり、優れた着想と提案を幅広く

取り入れながら、産学官及び国際的に開かれた研究開発体制を構築し、



- 29 -

人類の未来を拓く夢と高い志を持つ研究者・技術者のポテンシャルを結

集しつつ、研究開発の活性化を図っていくことが求められています。

さらに、将来の研究開発を担う人材を確保し、人材の育成を図るとい

う観点から、産業界・公的研究機関と大学との人的交流の促進や大学に

おける先端的な研究開発を強化することが有効です。これにより、新し

いアイデアの提案や展開が積極的に行われることが期待されます。

３．３ 具体的展開

これまでの議論を踏まえ、主要な研究開発の項目について、具体的な

進め方を以下に述べます。

（１ 「実用化戦略調査研究」）

（目的）

ＦＢＲサイクル技術に関する多様な選択肢について経済性等の評価を

行い、ＦＢＲサイクルの実用化像を絞り込み、その研究開発計画を提示

することを目的に、開発に必要な人、資金等の資源を有効活用し、効率

的に研究開発を進めるという観点から、１９９９年よりサイクル機構と

電気事業者が一致協力して「実用化戦略調査研究」を実施しており、電

中研と原研も参画しています。今後、必要に応じメーカーの参画も期待

されます。
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（進め方）

「実用化戦略調査研究」では、安全の確保を大前提として軽水炉を始

めとする他電源に対し競争力のあるＦＢＲサイクル技術を評価するた

め、幅広い選択肢について、ＦＢＲサイクル技術として適切な実用化像

とそこに至るための研究開発計画を提示します。本調査研究の実施に当

たっては、単に既存の技術について調査を行うだけでなく、新たなアイ

デアの発掘にも努める必要があります。

、 、 、 、高速増殖炉の炉型選択については 冷却材(ナトリウム 鉛 ガス等)

出力規模(大型、中小型炉等)、燃料形態(化合物燃料（ＭＯＸ燃料、窒

化物燃料 、合金燃料（金属燃料）等)について評価するとともに、高）

転換炉、高温ガス炉等の選択肢についても比較検討を行います。また、

高速増殖炉に関連する核燃料サイクルについては、燃料製造法(ペレッ

ト法、射出成形法、振動充填法等)、再処理法(湿式法、乾式法等)、サ

イクル施設の配置方式（集中型、炉との一体型）について評価を行いま

す。

評価の指標については、安全性、経済性、資源の有効利用、環境負荷

低減、核不拡散性の５つの観点に加えて、研究開発の実施可能性につい

ても重要な視点であり、各選択肢における現状の技術の開発状況、実用

化までの開発期間及び投入資金が考慮されるべきです。

また、本調査研究は、２０１５年頃を目途に実用化の可能性が最も高

いＦＢＲサイクル技術の見通しを得るようにすることを目標に掲げて進
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められていますが、その際、開発に必要な資源を有効に活用し、効率的

に研究開発を進めるとの観点が重要です。

なお、本調査研究の成果については、原子力委員会が評価し、その評

価結果等を踏まえてＦＢＲサイクル技術の実用化に向けた研究開発計画

を段階的に明示していく必要があります。

（２）基礎基盤技術の研究開発

サイクル機構、電中研、原研、大学等の各機関は、ＦＢＲサイクル技

術について裾野の広い基盤的な研究開発を行っていくことが必要です。

高速増殖炉に関しては、プラント設計のための設計基準及び解析コー

ド類並びに安全評価のための解析手法等の整備、またマイナーアクチニ

ドの燃焼及び長寿命核分裂生成物の核変換等を対象とした炉物理試験や

核データファイルの整備、さらに燃料の物性データの整備等のための研

究開発を進めるべきです。

高速増殖炉に関連する核燃料サイクルに関しては、ペレット法、射出

成形法、振動充填法等の各種燃料製造法について、また湿式法、乾式法

等の各種再処理法について基盤的な研究開発を進めるべきです。

また、研究開発を進めるに当たっては、研究者個人やこれまで原子力

に係る研究開発を行っていなかった企業等も広く参加できる提案公募型
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の研究開発推進制度を活用するなどにより、競争的な環境を作っていく

ことも重要です。

（３）長寿命放射性物質の分離変換技術の研究開発

分離変換技術に関しては、実現性のある核燃料サイクルへの分離変換

技術システムの導入シナリオを検討しつつ、基礎基盤的な研究開発を着

実に進めることが重要です。そのために、サイクル機構と電中研が、高

速増殖炉を中心とする一つの核燃料サイクルの中で発電とマイナーアク

チニド及び長寿命核分裂生成物の核変換を同時に行うことを目指す発電

用高速炉利用型の技術についての研究開発を進めることが重要です。ま

た、原研が商用発電サイクルに加速器駆動未臨界炉（ＡＤＳ）や専焼高

速炉（ＡＢＲ）等を中心に据えた核変換サイクルを付加した階層型のサ

イクル技術についての研究開発を進めることが重要です。

また 「もんじゅ 「常陽」等の施設において照射実験をはじめ所要、 」、

の試験を行い、マイナーアクチニド及び核分裂生成物の基礎データ、マ

イナーアクチニド燃料の照射挙動評価等のデータベースを構築していく

ことが重要です。これらのデータは、マイナーアクチニドの利用を含む

いろいろなＦＢＲサイクル技術の選択肢に関し、サイクル内で発生する

長寿命の放射性物質の量をより正確に評価し、それをもとに環境への潜

在的影響等につき比較検討を行う際の基礎とする上から重要です。さら

に、これらの検討を通して分離変換技術に関する経済的な評価について

も進めていくことが重要です。
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（４）国際協力の具体的展開

ＦＢＲサイクル技術に関する国際協力について、前章までに述べた基

本的考え方の下、以下のとおり進めていきます。

（フランス）

「高速増殖炉に関する日仏専門家会合」等を通じ、サイクル機構、電

、 、 、気事業者 電中研 原研の各機関はフランスの研究機関との間において

将来炉における経済性向上及びプラント性能向上に関する共同研究、将

来炉における安全性向上に関する共同研究、超ウラン元素等の燃焼及び

長寿命核分裂生成物の核変換に関する「常陽」及び「フェニックス」を

用いた共同照射試験研究等に関する協力を着実に進めていきます。

（ロシア）

サイクル機構、電気事業者、電中研、原研の各機関はロシアの研究機

関との間において「高速増殖炉に関する日露専門家会合」等を通じ、乾

式再処理技術と振動充填法による燃料製造技術等の高速増殖炉に関連す

る核燃料サイクルに関する研究開発、ロシアの高速増殖炉を用いた高燃

焼度燃料の照射試験研究、核データ及び炉物理分野等について密接に協

力関係を進展させることが望まれます。

また、サイクル機構は、核軍縮及び核不拡散への貢献の観点も考慮し

つつ、燃料製造に係る研究開発の一環として、ロシアの核兵器解体に伴

う余剰兵器プルトニウムをロシアの高速増殖炉「ＢＮ－６００」を活用
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して燃焼させる計画へ参画しており、本計画を通じて得られる技術成果

を「実用化戦略調査研究」等に反映していくことが重要です。

（その他）

今後は 「原子力エネルギー研究イニシアチブ（ＮＥＲＩ 」に代表、 ）

されるアメリカの新しい動きにも注視しつつ積極的に協力関係を深める

ことが重要です。また、欧州諸国及びカザフスタン、さらに実験炉を建

設する段階に至っている中国等との人的交流も含めて総合的に国際協力

を検討していくことが重要です。

（５ 「もんじゅ」を活用した研究開発）

（ もんじゅ」の役割）「

「もんじゅ」における研究開発においては、設計・建設段階で多くの

知見を蓄積してきましたが、今後の実用化に向けた高速増殖炉の研究開

発を進めるに当たり、これまでの蓄積に加え、今後の「もんじゅ」の運

転・保守データを得て、ＦＢＲサイクル技術を実証する場として中核的

役割を果たすことが重要です。

「もんじゅ」の運転による研究開発により、発電プラントとしての信

頼性の実証を目指して運転経験の蓄積と技術改良を行い、実用化に向け

た技術的可能性を評価する「原型炉」としての目的を達成することが必

要不可欠です。この目的を達成しないまま 「もんじゅ」の研究開発を、

中断することは、これまでの成果とともに今後の可能性をも否定するこ

とに等しく、我が国の将来にとって損失といえます。
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したがって 「もんじゅ」については、総合漏えい監視システムの設、

置、ナトリウム抜き取り時間の短縮、窒素ガス注入設備の整備等のナト

リウム漏えい対策の実施及び安全総点検の結果を踏まえた改善により施

設の安全性の向上を図るとともに、動燃改革等の確実な実施により「も

んじゅ」に携わる人の安全意識の向上を図っていくことが重要であり、

地元の理解と協力を得て、研究開発段階にある原子炉であることを認識

した慎重な運転管理が行われることを前提に、早期に運転再開されるこ

とが適切です。

運転再開後は、増殖性能の確認、高燃焼度燃料の実証、供用期間中検

査技術の改善等発電プラントとしての信頼性の実証のための研究開発を

行うとともに、蒸気発生器等の大型ナトリウム機器の性能及び信頼性の

実証、ナトリウム中の放射性腐食生成物に関するデータ取得等ナトリウ

。 、ム取扱技術の確立を目指した研究開発を進めることが重要です さらに

「もんじゅ」を開発するに当たり蓄積されてきた設計基準、設計コード

等の設計手法や安全評価のための解析手法の妥当性を「もんじゅ」の運

転を通して検証することも重要です。なお、研究開発を進めるに当たっ

ては、種々のトラブルを克服しながら技術が実証・確立されていくこと

にも留意しておく必要があります。

長期的には、実用化に向けた研究開発によって得られた要素技術等の

成果を「もんじゅ」において実証するなど、燃料製造及び再処理と連携

して 一連のＦＢＲサイクル技術の確立に向けた研究開発において も、 、「

んじゅ」を実際の使用条件と同等の高速中性子を提供する場として有効

に活用していくことが重要と考えられます。
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また 「もんじゅ」では実用化に向けた研究開発において要求される、

大型の燃料集合体での照射等が可能であるため、マイナーアクチニドの

燃焼や長寿命核分裂生成物の核変換等の環境負荷低減に関するデータを

幅広く蓄積することが重要と考えられます。

（ もんじゅ」における国際協力）「

「もんじゅ」は、最も開発が進んでいるＭＯＸ燃料を用いたナトリウ

ム冷却型の炉であると同時に、高速増殖炉研究開発にとって国際的に見

ても発電設備を有する貴重な高速増殖炉プラントとして重要な場です。

また 「もんじゅ」で得られる運転・保守データ及び照射・燃焼データ、

等は世界における高速増殖炉に係る研究開発に資する重要なデータとし

て期待されることから、内外の研究者に広く開放しつつ、中核的な研究

。 、「 」開発施設として運用していくことが適切です したがって もんじゅ

及びその周辺施設を国際協力の拠点として整備し 「もんじゅ」におけ、

る研究開発は、内外の研究者に開かれた体制で進め、その成果を広く国

内外に発信することが重要です。

（６）その他の研究開発施設を活用した研究開発

（常陽）

ＦＢＲサイクル技術の研究開発において 「常陽」は、我が国初の高、

速増殖炉として、実データに基づいて「もんじゅ」及びその後の高速増

殖炉開発に必要な技術的課題を摘出し、その解決に貢献するとともに、

高速中性子の照射による新型燃料・材料の開発や革新的技術を取り入れ
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た機器等の開発にも有効活用することを目的とした研究開発施設と位置

付けることができます。

「常陽」は、現在照射性能を高めるために熱出力１４０ＭＷの炉心へ

の改造等を内容とするＭＫ－Ⅲ計画を進めており、その後実用化を想定

した高燃焼度燃料やマイナーアクチニド含有燃料等の新型燃料の照射試

験や燃料の安全性確認試験等を進めていきます。

また、高速増殖炉の実用化に向け過渡照射や限界照射並びに実績の少

ない燃料の先行照射等、難度の高い試験に積極的に取り組むことが重要

です。

さらに 「常陽」は高速中性子の照射炉として有用かつ貴重な施設で、

あり、ＦＢＲサイクル技術以外の分野についても大学や国内外の研究者

への利用に供することも期待されます。

、 、なお ２００４年度以降の燃料の原料である二酸化ウランについては

海外からの調達を含め検討していくこととなります。

（リサイクル機器試験施設及び高レベル放射性物質研究施設）

リサイクル機器試験施設（ＲＥＴＦ）は、東海再処理施設の軽水炉燃

料再処理技術をベースに高速増殖炉燃料に係る高レベル放射性物質研究

施設（ＣＰＦ）での研究開発成果等を踏まえ、工学規模での高速増殖炉

燃料再処理技術の確立に向けた研究開発を行う施設です。２０００年半
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ばには、試験棟建物、電気設備、換気・給排水設備等を建設、設置する

第一期工事が終了する予定です。今後は、高速増殖炉再処理技術に関す

る研究成果 「実用化戦略調査研究」の結果等を踏まえ、ピューレック、

ス法以外の技術開発を行うことも含め、その方向性を明確にし、試験機

器の設置を行う第二期工事を進めていく必要があります。

ＣＰＦについては、先進的再処理プロセスの研究開発や分離変換技術

の研究開発を中心とする多様な高速増殖炉燃料の再処理技術に関する基

礎基盤研究のための試験施設として活用され、その成果を「実用化戦略

調査研究」や分離変換技術の研究開発に反映することが重要です。

具体的には、先進的再処理プロセスの開発については、湿式法及び乾

式法について安全性と経済性を追求するプロセス、廃棄物量を低減化す

るプロセス、核不拡散性を考慮するプロセス等を開発していくこと、ま

た分離変換技術の研究開発としては、マイナーアクチニドや長寿命核分

裂生成物の分離技術に関する基盤的な研究開発を実施することが重要で

す。

（その他）

サイクル機構のプルトニウム燃料開発施設、燃料及び材料の照射後試

験施設、各種ナトリウム試験研究施設等を用いた試験を継続し、高速増

殖炉の設計のための解析コード類や安全評価のための解析手法を整備す

るなど基礎基盤研究を行っていくことが適切です。
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原研の高速炉臨界実験装置（ＦＣＡ）はプルトニウム燃料を利用した

我が国唯一の臨界実験装置であり、炉心構成に柔軟性を持つなどの特徴

があり、高速増殖炉及び分離変換技術に関する基盤的な研究開発を行っ

ていくことが適切です。また、軽水臨界実験装置（ＴＣＡ）を利用し、

低減速スペクトル炉に関する基盤的な研究開発も行っていくことが適切

です。
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４．提言

第２章で述べた「原子力開発の将来の方向性と高速増殖炉及び関連す

る核燃料サイクル技術の位置付け」及び「高速増殖炉及び関連する核燃

料サイクル技術の研究開発の進め方」を基に、次の諸点を提言します。

① 高速増殖炉及び関連する核燃料サイクル技術（ＦＢＲサイクル技

術）の研究開発に関する新たな視点を、国のエネルギー戦略の中

での将来の技術的選択肢の確保におく 「もんじゅ」を、その研。

究開発の場の中核として、さらにまた、国際的にも貴重な研究開

発施設として位置付け、その活用を図る。そのような新たな視点

の下、発電プラントとしての信頼性を実証するとともにその運転

実績を通じナトリウム取扱技術を確立するという所期の目的を達

成するため「もんじゅ」は早期に運転再開を行う。

② もんじゅ事故及び原子力界で起きたその後の一連の不祥事や事故

によって人々の原子力に対する不信感と不安感が著しく増幅され

ていることを重く受けとめ、運転再開に当たっては、安全確保に

万全を期すとともに、徹底した情報の開示と提供を行うなど、国

民及び地域住民の安全と安心に格別に留意する。

③ 原子力政策円卓会議では、運転再開後の「もんじゅ」の将来の処

置について、三つの選択肢を例示しているが、その中では、(ii)

の「一定期間研究開発を行った上でその処置を判断する」が妥当
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である。すなわち、上記の提言①に示されている所期の目的のほ

かにも「もんじゅ」の活用を図るべきか否かについては、今後の

「もんじゅ」を含めた研究開発の成果等を踏まえて判断する。

、 、④ 研究開発に当たっては 将来の社会的ニーズの多様性を考慮して

幅広くその技術的可能性を探求する。原子炉については、従来の

大型化ばかりでなく、中小型炉の開発を含め、幅広く技術的選択

肢を検討する。また、核燃料サイクル技術に関しても、再処理技

術において従来の湿式法と並行して乾式法の開発を進めるなど、

幅広く技術的選択肢を検討するとともに、環境負荷低減や資源の

有効利用の面で注目される長寿命放射性物質の分離変換技術につ

いて今後とも着実に研究開発を進める。さらに、それらの成果を

グローバルな視点から国際的に役立たせることを目指し、技術的

に核拡散につながり難い選択肢を開発する。

⑤ 研究開発を進めていくに際しては、研究開発に携わる人すべてに

安全性についての教育を徹底するとともに、個人的にも組織的に

も安全確保の責任を明確化する。また、資金、人材等の資源の効

率的利用が重要であることに鑑み、既存の設備や施設の有効活用

をできるだけ図るとともに、人的交流などにより関係機関の連携

を強化する。さらに、開発の効率性を高める観点から国際協力を

推進するとともに、これらの施策を通じ、関連する技術情報・知

識データベースの整備・確立を図り、開発された技術の共有化と

継承が適切に行われるとともに、我が国として独自の技術評価を

行い得る研究開発体制を構築する。
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⑥ 核拡散問題への国際的懸念の増大に照らして、国内の計画の透明

性の確保に必要な情報を積極的に発信する。特に、ＦＢＲサイク

ル技術の研究開発においてはプルトニウムの利用を前提としてお

り、より徹底した核物質防護の観点から、国の管理システムの強

化を図るとともに、透明性の一層の向上のため必要な情報公開を

積極的に行う。

⑦ 原子力委員会は、以上のような研究開発の進め方や到達度につい

、 。 、て 随時チェックアンドレビューを行う その評価に当たっては

単なる技術評価にとどまらず、必要に応じ、社会的状況変化等を

踏まえて研究開発政策等の見直しを行う。
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お わ り に

２１世紀を間近に控え持続可能な地球社会の形成が希求されている

中、紛争のない世界平和と安定的な経済成長を達成するとともに、廃棄

物の発生量を出来るだけ抑制するなどの環境と調和するエネルギー需給

構造を世界的に構築していくことが強く望まれており、その点で日本が

果たすべき役割はますます大きくなっていくものと思われます。

国内的にも、経済成長の低迷や財政赤字の拡大等克服すべき課題が山

積していますが、エネルギー供給の海外依存度や石油の中東依存度等を

見ますと日本のエネルギー供給構造は先進国の中でも特に際立って脆弱

なものになっており、二酸化炭素排出量の削減目標の達成と合わせ長期

的観点から安定的なエネルギー源を確保していくことがエネルギー政策

上の最重要課題の一つとなっています。

国内外のこれらの状況を総合的に考えますと、原子力の開発利用は、

今後とも欠かすことのできないエネルギー選択肢であり、なかでもＦＢ

Ｒサイクル技術については、地球社会の持続可能性を追求する上から長

期的にその開発に取り組む必要があります。エネルギー供給面で海外資

源への依存度が極めて高い日本は、特にその技術的研究開発を先導的に

進め、世界のエネルギー問題の解決に寄与していくことが重要です。

ＦＢＲサイクル技術は、非化石エネルギー源として地球温暖化問題を

解決する有力な手段の一つであるという原子力の利点に加えて、ウラン
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資源の利用率を現状に比べ飛躍的に高めることができ、資源消費に伴う

環境への負荷を大幅に低減させる可能性があります。また、同技術は、

多様な燃料組成や燃料形態に柔軟に適用し得るという技術的特徴を有し

ており、高レベル放射性廃棄物中に長期的に残留する放射能をできるだ

け少なくすることにも有効です。

ＦＢＲサイクル技術に関連して、さらに注目すべきことは、核軍縮を

進める上で不可欠な核兵器の解体に伴って発生する余剰のプルトニウム

の処理を巡って、ロシアで発生するものについては、ロシアのＦＢＲサ

イクル技術を利用する計画が日米露の間の協力として進められていると

いう事実です。これはもともと日本政府の提案によるものであり、日本

においてこれまでに開発されてきたＦＢＲサイクル技術が間接的に役立

っています。

他方、ＦＢＲサイクル技術の開発利用に際しては、プルトニウム燃料

の使用を前提としており、核拡散問題を惹起しやすい面があることを忘

れるべきではありません。これも日本政府の提案により、数年来プルト

ニウムの在庫についてその情報が国際間で公開されていますが、今後と

もそのような情報の公開を徹底するとともに、技術的に核拡散につなが

り難いサイクル技術を開発するなどして核拡散に関する国際的懸念を払

拭していく努力が必要です。

また、ＦＢＲサイクル技術の研究開発においても、安全性の確保を最

優先に取り組むべきことは言うまでもありません。ＪＣＯ臨界事故の教

訓を踏まえ、安全確保のための教育を徹底し、個人的にも組織的にも安
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全確保の責任をより明確化させていく必要があること、事故が発生して

も他へ波及しないようにするなど、被害を最小限にするためのシステム

をさらに強化していく必要があることを指摘しました。

以上のような観点から、原型炉「もんじゅ」については、ＦＢＲサイ

、 、クル技術の研究開発の中核の場として位置付け 安全の確保を大前提に

地元を始めとする国民の理解を得て、早期に運転を再開し、発電プラン

トとしての信頼性の実証とその運転経験を通じてナトリウム取扱技術の

確立を図るべきことを提案しました。

さらに、今後の研究開発に当たって必要な新たな視点として計画の柔

軟性を指摘しました。ＦＢＲサイクル技術のような長期的な技術的選択

肢の研究開発には開発リスクがあることをあらかじめ計画に織り込んで

おく必要があります。そのためには「もんじゅ」の運転実績を着実に積

み重ねつつ、将来の展開については、多様な選択肢の可能性を併せて追

求していくことが重要です。そのような計画の柔軟性を担保する上から

は、外部評価を定期的かつ積極的に行うなどして計画の透明性を高める

ことが必要です。

もんじゅ事故、ＪＣＯ臨界事故等により、ＦＢＲサイクル技術に関す

る研究開発の現状は、それを円滑に進めることが困難な状態になってい

ます。本報告書に述べたような同技術の研究開発の方向性について人々

の理解が進み、その困難な状況が打開されるとともに、さらに、将来の

可能性の追求に向け着実な進展が図られることが望まれます。
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１．長期計画策定会議の分科会について

平成１１年７月２日

長期計画策定会議

１．分科会

長期計画策定会議の調査審議を円滑に行うため、同会議に以下の分科会を設ける。

分 科 会 名 検 討 事 項

第 一 分 科 会 情報公開・提供、意見聴取、教育、立地地域との共生

国民・社会と原 等の国民・社会と原子力に関する事項

子力

第 二 分 科 会 新エネルギーとの比較等エネルギー政策の中の原子力

エネルギーとし 利用の在り方、放射性廃棄物処分を含む核燃料サイクル

ての原子力利用 政策の明確化及び原子力産業の在り方に関する事項

第 三 分 科 会 高速増殖炉とこれに関連する核燃料サイクル技術の在

高速増殖炉関連 り方、方向性及び今後の課題に関する事項

技術の将来展開

第 四 分 科 会 加速器、核融合、研究炉、レーザー等の先端的研究開

未来を拓く先端 発の推進方策及び我が国全体としての研究開発体制の在

的研究開発 り方に関する事項

第 五 分 科 会 質の高い医療の実現、食料の安定供給といった国民に

国民生活に貢献 身近な放射線利用の在り方及び推進方策に関する事項

する放射線利用

第 六 分 科 会 多様な政策手段を活用した、包括的・戦略的な国際協

新しい視点に立 力の在り方及び国際的な核不拡散の強化に向けた原子力

った国際的展開 平和利用の展開に関する事項

２．合同分科会の開催

分科会は、相互に関係の深い事項を審議するときには、必要に応じて合同分科会

を開催することができる。
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２．長期計画策定会議第三分科会構成員

相 澤 清 人 核燃料サイクル開発機構理事

秋 元 勇 巳 三菱マテリアル（株）社長

粟 屋 容 子 武蔵野美術大学造形学部（一般教育）教授

近 藤 駿 介 東京大学大学院工学系研究科教授

近 藤 道 也 (財)若狭湾エネルギー研究センター所長

齋 藤 伸 三 日本原子力研究所副理事長

(座長)鈴 木 篤 之 東京大学大学院工学系研究科教授

関 本 博 東京工業大学原子炉工学研究所教授

高 木 美也子 日本大学総合科学研究所教授

鳥 井 弘 之 日本経済新聞社論説委員

(座長)西 澤 潤 一 岩手県立大学長

平 岡 徹 (財)電力中央研究所特別顧問

宮 﨑 慶 次 滋賀職業能力開発短期大学校長

宮 本 俊 樹 (株)東芝専務 電力システム社社長

山 崎 亮 吉 日本原子力発電(株)常務取締役

吉 岡 斉 九州大学大学院比較社会文化研究院教授

フランス大使館原子力参事官ラヴィンニュ ジャン=ジャック

若 林 二 郎 未来エネルギー研究協会顧問

（５０音順）

（２０００年５月２９日現在）
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３．長期計画策定会議第三分科会審議経緯（日程・議題等）

第１回（1999年9月20日(月)）
○第三分科会の検討項目と進め方について
○高速増殖炉懇談会の報告書について

第２回（1999年10月25日(月)）
○ジェー・シー・オー東海事業所の臨界事故について
○高速増殖炉関連技術の在り方(1)

・高速増殖炉を中心とした核燃料サイクルの必要性
・研究開発の現状と将来の展望(1)

（核燃料サイクル開発機構、電力中央研究所）

第３回（1999年11月11日(木)）
○高速増殖炉関連技術の在り方(2)

・研究開発の現状と将来の展望(2)
（電気事業者、日本原子力研究所、メーカー）

・フランスにおける高速炉開発計画（ラヴィンニュ委員）
・海外における研究開発の動向

第４回（1999年12月20日(月)）
○高速増殖炉関連技術の在り方(3)

・長寿命核種の分離変換技術に関する研究開発の現状と今後の
進め方

・研究開発の方向性（各委員）

第５回（2000年1月17日(月)）
○高速増殖炉関連技術の研究開発の進め方(1)

・実用化戦略調査研究の現状（核燃料サイクル開発機構）
・高速増殖炉関連技術に関する国際協力の現状と展望
・高速増殖炉関連技術に関する研究開発費の見通し

○論点の整理
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第６回（2000年2月15日(火)）
○｢もんじゅ｣及び研究施設の進め方(1)

・｢もんじゅ｣の位置付けと研究開発の進め方
（相澤委員、吉岡委員、若林委員）

・｢もんじゅ｣における国際協力の現状と将来展開
○高速増殖炉関連技術の研究開発の進め方(2)

・研究開発の推進体制と評価（案）

第７回（2000年3月27日（月 ））
○｢もんじゅ｣及び研究施設の進め方(2)

・原子力政策円卓会議からの提言
・ 常陽」及びリサイクル機器試験施設等の位置付けと研究開「
発の進め方

○高速増殖炉関連技術の研究開発の進め方(3)
・高速増殖炉関連技術の研究開発の方向性（案 （座長））

第８回（2000年4月10日（月 ））
○まとめの議論(1)

・第三分科会の提言（案 （座長））

第９回（2000年5月8日（月 ））
○まとめの議論(2)

・報告書（案 （座長））

第10回（2000年5月29日（月 ））
○まとめの議論(3)

・報告書（案 （座長））
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４．我が国におけるＦＢＲサイクル技術の研究開発の現状と

それを取り巻く状況の最近の変化

（１）高速増殖炉

我が国における高速増殖炉研究開発は、１９６７年の動力炉・核燃料

開発事業団（動燃、現核燃料サイクル開発機構（サイクル機構 ）設立）

以来本格的に進められています。これまでにサイクル機構では、ナトリ

ウム取扱技術、燃料製造技術等の基礎基盤技術の研究開発を踏まえ、実

験炉「常陽 、原型炉「もんじゅ」の設計、建設及び運転を行ってきま」

した。また、電気事業者、電力中央研究所（電中研）及び日本原子力研

究所（原研）も、炉物理をはじめとする基礎基盤的な研究等を進めてき

ました。

我が国初の高速増殖炉である「常陽」は、ナトリウム冷却型の高速増

殖炉の設計原理を工学的に確認し、燃料・材料照射データを蓄積するた

めの実験炉として、茨城県大洗町に建設され、１９７７年に初臨界を達

成し、その後の運転を通じて、増殖性能等を確認しました（ＭＫ－Ⅰ計

画 。１９８２年には、プルトニウム増殖を目的としたブランケット燃）

料集合体を取り外すとともに熱出力７５ＭＷから１００ＭＷの炉心への

改造（ＭＫ－Ⅱ計画）を行い、主に燃料・材料の照射を目的とした運転

を行っており、照射データを蓄積しています。今後、熱出力１４０ＭＷ

の炉心への改造、冷却系や燃料取替設備の改造等を行い、照射能力を更

に向上させる予定です（ＭＫ－Ⅲ計画 。）

原型炉「もんじゅ」は、実験炉に続く段階として、発電プラントとし
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ての性能確認及び技術的可能性を評価する目的で福井県敦賀市に建設さ

れ、１９９４年に初臨界を、また１９９５年に初送電を達成しました。

しかし、同年１２月、約４０％の出力試験中に、２次冷却系からナトリ

ウム漏えいを生じ、現在まで運転を停止しています。

さらに、原型炉に続く段階として、電気事業者が中心となって経済性

の見通しを明らかにするための実証炉の設計研究及び関連技術開発が進

められてきました。

（２）高速増殖炉に関連する核燃料サイクル

高速増殖炉に関連する核燃料サイクルの研究開発は、サイクル機構を

中心に行われてきました。

サイクル機構は、再処理技術としてピューレックス法をベースとした

高速増殖炉燃料再処理技術の開発に着手し、高レベル放射性物質研究施

設（ＣＰＦ）で実験室規模ながら「常陽」の使用済燃料を再処理しプル

トニウムを回収し その一部をウラン・プルトニウム混合酸化物燃料 Ｍ、 （

ＯＸ燃料）に加工して再び「常陽」で燃料として使用する等小規模なが

ら高速増殖炉とこれに関連する核燃料サイクル（ＦＢＲサイクル）の環

を閉じ、一連の技術が実現可能であることを実証しました。

サイクル機構のリサイクル機器試験施設（ＲＥＴＦ）は、東海再処理

施設の軽水炉燃料再処理技術をベースに高速増殖炉燃料に係るＣＰＦで

の研究開発成果等を踏まえ、工学規模での高速増殖炉燃料再処理技術確

。 、 、立に向けた研究開発を行う施設です ２０００年半ばには 試験棟建物

電気設備、換気・給排水設備等を建設、設置する第一期工事が終了する

予定です。
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また、プルトニウム燃料製造施設において「常陽」及び「もんじゅ」

のＭＯＸ燃料の製造が行われて来ています。

その他、サイクル機構では工程の簡素化を図った湿式再処理技術及び

ＭＯＸ燃料製造技術の開発が行われています。また、電気事業者を中心

に、ＭＯＸ燃料を対象とした乾式再処理法及び振動充填法による燃料製

造技術の研究開発がロシアの原子炉科学研究所の協力の下に実施されて

います。また、電中研が中心となり、アメリカのアルゴンヌ国立研究所

と共同で金属燃料の乾式再処理法の研究開発が行われてきました。電中

研では、現在も、金属燃料、乾式再処理法及び射出成型法の研究開発を

進めています。

窒化物燃料の製造法については、原研が炭素熱還元法やゾルゲル法に

よる顆粒燃料の製造について研究を進めています。

（３）長寿命核種の分離変換技術

高レベル放射性廃棄物等に含まれる放射性核種の特徴に着目し、特定

の元素あるいは核種を分離して有効利用する技術及び長寿命核種に放射

線を照射して短寿命あるいは安定な核種に変換する技術については、１

９８８年の原子力委員会放射性廃棄物対策専門部会がまとめた「群分離

・消滅処理技術研究開発長期計画」により、いわゆるオメガ計画として

基礎基盤的な研究が原研、サイクル機構及び電中研の三機関を中心に実

施されています。

マイナーアクチニドと長寿命核分裂生成物の分離法については、これ

まで、湿式法と乾式法が検討されています。

一方、核変換技術としては、発電用高速炉を用いる発電用高速炉利用
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型と加速器駆動未臨界炉（ＡＤＳ）や専焼高速炉（ＡＢＲ）を用いて発

電用サイクルと核変換サイクルの最適化を図る階層型が提案されてお

り、それぞれについて技術的な検討が行われています。

（４）基礎基盤技術

各種機器、構造材料等の開発や設計基準類の整備が各研究開発段階に

おいて行われてきました。また、設計に用いる解析コード類として、炉

心設計解析、伝熱流動解析、プラント動特性解析、構造解析等が開発さ

れ、安全評価に用いる解析手法として、ナトリウム－水反応事象に代表

される想定事故解析コード並びにリスク評価のための炉心損傷事象解析

。 、 、 、コード等が開発されました これらの成果は 各種模擬試験 性能試験

施設の運転等を通じて検証されるとともに 「常陽」や「もんじゅ」の、

設計や安全評価に利用されてきました。

（５）高速増殖炉とそれを取り巻く状況の最近の変化

１９９５年１２月の「もんじゅ」２次系ナトリウム漏えい事故（もん

じゅ事故）及び１９９７年３月に発生した東海再処理施設アスファルト

固化処理施設における火災爆発事故を受けて設置された動燃改革検討委

員会の報告書を踏まえ、１９９８年１０月に動燃を改組してサイクル機

構が設立されました。

また、もんじゅ事故後に、原子力委員会が開催した原子力政策円卓会

議での提言を受けて、１９９７年に高速増殖炉懇談会が設置され 「も、

んじゅ」の扱いを含めた将来の高速増殖炉研究開発の在り方についての

審議が行われました。同年１２月にまとめられた同懇談会報告書「高速
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増殖炉研究開発の在り方」においては、ＦＢＲサイクル技術について、

「将来の原子力ひいては非化石エネルギー源の一つの有力な選択肢とし

て、高速増殖炉の実用化の可能性を技術的、社会的に追求するために、

」 、 、「 「 」その研究開発を進めることが妥当 とされ また 原型炉 もんじゅ

は、この研究開発の場の一つとして位置付けられる」とされました。さ

らに、実証炉については 「もんじゅ」の研究開発及び電気事業者が実、

施した設計研究の「成果等を十分に評価した上でその決定が行われるべ

き」とされています。原子力委員会は、同報告書を踏まえ、高速増殖炉

研究開発の推進を決定しました。なお 「もんじゅ」の運転再開に当た、

っては、国の審査を通じて「もんじゅ」の安全性を確認し、その後の所

要の改造工事を実施する等順次所要の手続きを遅滞なく進めることが必

要です。

１９９９年７月には、サイクル機構を中心に電気事業者と国内研究開

発機関が結集し、既存技術の改良･応用だけでなく、革新的な要素技術

も取り込む形で、ＦＢＲサイクルに関する各種概念を対象とした幅広い

検討（実用化戦略調査研究）を開始しました。

１９９９年９月に㈱ジェー・シー・オー東海事業所において我が国で

初めての臨界事故（ＪＣＯ臨界事故）が発生しました。この事故は、作

業員の重大な被ばくや周辺住民の避難や屋内退避を招き、原子力利用に

対する国民の信頼を大きく損ねた点で重大なものでありました。

２０００年３月、福井地方裁判所は、内閣総理大臣が行った「もんじ

ゅ」の原子炉設置許可処分の無効を確認する訴訟及びサイクル機構が行

う「もんじゅ」の建設・運転の差し止めを求めた訴訟の両方について、

原告の請求を退ける旨の判決を行いました。本判決においては、国とサ



参－ 11

イクル機構が行った「もんじゅ」の安全性についての主張が認められて

。 、 。います これを受け 原告は名古屋高等裁判所金沢支部に控訴しました
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５．海外における高速増殖炉研究開発の現状

アメリカにおいては、原子力開発当初から高速増殖炉研究開発に着手

しており、実験炉としてＦｅｒｍｉ炉、ＥＢＲ－２、ＦＦＴＦ、原型炉

としてＣＲＢＲの設計、建設が進められました。ＣＲＢＲについては、

核不拡散政策により一旦計画が中止され、その後建設計画が復活したも

のの、経済性の観点等から計画が中止されました。現在アメリカはプル

トニウムの民生利用を行わないとする核不拡散政策から、高速増殖炉を

含む核燃料サイクルに関する研究開発を中止しています。昨年から行わ

れている新たな原子力研究計画 原子力エネルギー研究イニシアチブ Ｎ「 （

ＥＲＩ 」においては、核拡散抵抗性、経済性、安全性及び環境負荷低）

減性の向上を目指した研究が始まっています。

フランスにおいては、１９９７年の政権交代に伴い、経済性の観点等

から、実証炉スーパーフェニックスの放棄を決定しました。しかしなが

、 、ら 原型炉フェニックスを用いて長寿命核種の分離変換技術の研究開発

プルトニウム燃焼試験等を実施する計画であり、そのため２００４年ま

で運転する予定となっています。また、冷却材としてナトリウムの他に

も、ガス、鉛－ビスマス等を用いる多様な高速炉に関する研究開発も始

めています。

イギリスにおいては、実験炉ＤＦＲ、原型炉ＰＦＲの設計、建設、運

転等に関する成果を蓄積してきました。特に、原型炉ＰＦＲは約２０年

間運転され、高速増殖炉技術に関する多くの知見を蓄積しましたが、豊

富な国内石油資源の開発に成功したことを背景に、原型炉を閉鎖すると
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ともに、実証炉以降については、独自の計画を有していません。

ドイツにおいては、実験炉ＫＮＫ－２を約１５年間にわたり運転した

他、原型炉ＳＮＲ－３００を建設しましたが、立地している州政府が安

全性を理由として運転に反対しました。連邦政府は運転を目指しました

が、１９９１年ドイツ統一に伴う著しい財政逼迫を理由に計画を中止し

ています。

ロシアにおいては、ナトリウム冷却型の高速増殖炉の研究開発を積極

的に進めており、実験炉ＢＲ－１０、ＢＯＲ－６０、及び原型炉ＢＮ－

３５０（在カザフスタン 、ＢＮ－６００等の豊富な運転実績を有して）

。 、 。 、います これに続くＢＮ－８００も設計を終え 建設計画中です 一方

原子力潜水艦で鉛－ビスマス冷却炉の運転経験があり、将来技術の選択

、 。肢として 窒化物燃料・鉛冷却型の高速炉の研究開発も行われています

また、乾式再処理法と振動充填法による高速炉用ＭＯＸ燃料の製造技術

の研究開発を行っています。

アジアにおいても高速増殖炉に対する関心が伺えます。インドは高速

実験炉を運転しており、将来のウラン２３３を用いるトリウムの燃料サ

イクルを目指した研究開発を行っています。中国においても高速実験炉

を建設する段階に至っています。また、韓国では基礎基盤研究が行われ

ています。
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６．実用化戦略調査研究の概要

１．目的

実用化戦略調査研究の目的は、高速増殖炉及び関連する核燃料サイク

ル（ＦＢＲサイクル）が本来有する長所を最大限に引き出した実用化シ

ステム像を抽出し、併せて、将来社会の多様なニーズに柔軟に対応でき

るような開発戦略を提示することにより、ＦＢＲサイクルを将来の主要

なエネルギー源として確立する見通しを立てることです。

２．実施体制

１９９９年より核燃料サイクル開発機構と電気事業者 が一致協力し(※)

て実用化戦略調査研究を実施しており、電力中央研究所と日本原子力研

究所も参加しています。

さらに、国内外の大学、研究機関、メーカ等を対象とし、革新的なシ

ステム概念、またはその要素技術の概念についての研究計画を含めたア

イデアを公募しており、その研究開発成果を実用化戦略調査研究に反映

させていきます。

※実用化戦略調査研究に参加している電気事業者

北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、北陸電力、

関西電力、中国電力、四国電力、九州電力の９電力及び

日本原子力発電株式会社、電源開発株式会社の計１１社
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３．開発目標

、 、 、実用化戦略調査研究を進めるに当たり 安全確保を前提とし 経済性

資源の有効利用、環境負荷低減、核不拡散性の各視点について、下記の

開発目標を立てています。これらの目標については適時見直しを行って

いきます。

（１）安全性

○高速増殖炉

・炉心損傷に至る恐れのある事象の発生を防止するとともに、その

発生を仮定しても原子炉内で自然に終息

○関連する核燃料サイクル

・臨界安全、閉じ込め機能に十分な対策

・取扱物質の特性（化学的活性度、毒性等）やプロセス条件（運転

温度等）を踏まえた安全対策

（２）経済性

・将来の軽水炉サイクルに比肩する経済性の達成

・コスト目標

炉の建設費 ２０万円／ｋＷｅ

再処理費 ２７万円／ｋｇＨＭ

燃料製造費 １６万円／ｋｇＨＭ

（３）資源の有効利用
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・高増殖（増殖比１．２程度）から低増殖（増殖比１．０以上）ま

で柔軟に対応可能

・超ウラン元素の燃焼についても柔軟に対応可能

（４）環境負荷低減

・超ウラン元素の燃焼及び長寿命核分裂生成物の核変換により、放

射性廃棄物量等の低減

・施設の運転・保守及び廃止措置に伴い発生する放射性廃棄物量の

低減

（５）核不拡散性

・ＦＢＲサイクルの全ての工程において純粋なプルトニウムが単独

で存在しないこと

・核物質防護及び保障措置の対応がし易い設計

４．進め方

、 （ ）、実用化戦略調査研究は フェーズⅠ １９９９年度～２０００年度

フェーズⅡ（２００５年度頃まで）と段階を踏み、各フェーズ毎に研究

開発の計画及び成果についてチェックアンドレビューを受けながら進め

ます。フェーズⅠ、フェーズⅡの実施内容を以下に示します。

（１）フェーズⅠ（２０００年度まで）

幅広く技術的選択肢の評価を行い、実用化戦略を明確にする上で

必要となる判断材料を抽出します。このフェーズの成果として、有
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望な実用化候補概念を抽出します。

フェーズⅠ終了時に、研究開発を継続することによって、上記候

補概念が開発目標に適合するものに成長し得るか否かの評価を受け

た後、次の段階へ進みます。

（２）フェーズⅡ（２００５年度頃まで）

工学試験等を踏まえ、ＦＢＲサイクル全体としての最適化及び評

価を行い、実用化候補概念（複数）を絞り込んで必須の研究開発テ

ーマを特定します。

フェーズⅡ終了時に、絞り込まれた実用化候補概念（複数）につ

、 、 。いて 工学的な成立見通しの評価を受けた後 次の段階へ進みます

フェーズⅡ終了後の研究開発についても、５年程度毎にチェックアン

ドレビューを受けながら柔軟に進め、安全確保を前提として、２０１５

年頃を目途に実用化の可能性が最も高いＦＢＲサイクル技術の見通しを

得るようにすることを目標に掲げて進めます。
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８．高速増殖炉懇談会報告書(1997年12月)のポイント

１．はじめに

○背景

・ もんじゅ」ナトリウム漏洩事故後の「原子力政策円卓会議」における「

意見を受け、原子力委員会が1997年１月末に高速増殖炉懇談会の設置を

決定。

○高速増殖炉懇談会について

・広く我が国各界各層からの有識者から構成。

・地方自治体代表、海外専門家、批判的な意見の方、他から話を伺った。

・審議、配布資料は公開。

２．エネルギー情勢と原子力

・資源の乏しい我が国として、原子力を今後ともエネルギー供給源として

持ち続けることが妥当。

・省エネルギー、新エネルギーには量的限界。複数の選択肢を将来世代の

ために維持する努力は我々の責任。

・上記のとおり、原子力を２１世紀のエネルギー供給源として引き続き維

持発展させることが妥当。但し、平和利用、安全確保は重要。また、省

エネルギー、新エネルギーの開発・利用は積極的に進めることが重要。

３.高速増殖炉研究開発の意義

○高速増殖炉の特性と内外の研究開発状況

○高速増殖炉研究開発の進め方

・エネルギー需要の見通しとウラン資源の有限性については、異なる意見

はあるものの、ＦＢＲの研究開発を進めることは長期的エネルギー源の

確保の観点から重要であり、人類に対する義務との意見が多数。

・経済性などの実用化見通しが得られていないとの意見もあったが、実用

化の可能性を探求し、課題を着実に解決すべきなどの意見が大勢。
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・安全性、核不拡散についての懸念を指摘する意見が出たが、技術的に解

決できる見込みがあり、また、リサイクルを基盤とする２１世紀社会の

技術の有るべき姿を実現する観点から高速増殖炉は開発意義を有すると

の意見が出た。

・以上をまとめると、将来の非化石エネルギー源の一つの有力な選択肢と

して、高速増殖炉の実用化の可能性を追求するため、その研究開発を進

めることは妥当。

４.今後の課題

今後、研究開発を遂行していくにあたっての留意事項は以下の４点。

○安全の確保

・ＦＢＲの研究機関は、安全確保を最優先にできる体制であること。

・事故の発生を未然に防止するための万全の対策を講じ、仮に起きたとし

ても人体・環境への影響を与えないという謙虚かつ懸命な姿勢が必要。

○立地地元住民及び国民の理解促進と合意形成

・動燃の一連の事故、不祥事により、立地地元住民には強い不安、不信。

・動燃改革を着実に進め、実効性のある安全管理策を立て、それを着実、

誠実に実行し、地元住民の理解を得るための努力を。

○コスト意識の醸成と計画の柔軟性・社会性

・研究開発自体の経済性（投資対効果 、ＦＢＲの経済性向上、炉とサイ）

クルの調和などからの計画の定期的見直しが必要。

・柔軟な対応が可能な計画とし、定期的に評価して適切に軌道修正を行う

仕組みを制度化する必要がある。

○核不拡散の努力

・適切な保障措置、核物質防護技術を開発・利用することにより、今後と

も各国からの疑念を抱かないように努力することが必要。

５ 「もんじゅ」による研究開発の実施．

・動燃の抜本的な改革が必要。

・ もんじゅ」を中断し、今後必要な時に再び研究開発を始めることは費「
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用面、人材面から大きな損失。

・地元地域社会の理解を得ることが必要。研究開発段階にある原子炉であ

、「 」ることを認識した慎重な運転管理が行われることを前提に もんじゅ

での研究開発が実施されることが望まれる。

・ もんじゅ」における研究開発に当たっては、増殖特性の確認を含む燃「

料・炉心特性の確認、ナトリウム取扱い技術や高燃焼度燃料開発など原

型炉としてのデータを着実に蓄積するとともに、マイナーアクチニド燃

焼など新たな分野の研究開発に資するデータを幅広く蓄積すべき。

６．実証炉以降の開発

・ もんじゅ」及び実証炉設計研究等の成果を十分に評価した上で、実証「

炉の具体的計画について決定。

・実用化にあたっては、実用化時期を含めた開発計画について、安全性と

経済性を追求しつつ、将来のエネルギー状況を見ながら、柔軟に対応。

７．おわりに

・将来の非化石エネルギー源の一つの有力な選択肢として、ＦＢＲの実用

化の可能性を追求するために研究開発を進めることが妥当。

、 。・柔軟な計画の下に 国民の意見を反映して定期的な評価と見直しを行う

・原型炉「もんじゅ」は、この研究開発の場の一つ。

、 。・ＦＢＲ研究開発の意義や進め方について 広く国民に理解を得る努力を
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９．原子力政策円卓会議からの提言（2000年2月 （抜粋））

「 」 、 。もんじゅ は 研究開発の手段としては依然として重要なものです

もんじゅの維持コストが大きいことも考慮すると、関係者が、運転安全

に関して万全を期した上で早期の運転再開へ向けての努力を行うことを

のぞみます。

なお 「もんじゅ」のその後の処置については、以下のようないくつ、

かの選択肢から選定することをのぞみます。

ⅰ．一定期間研究開発を行い必要なデータを得た上で廃炉とする

ⅱ．一定期間研究開発を行った上でその処置を判断する

ⅲ．従来の予定通り炉の運転を再開し研究開発を継続する
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１０．図表・データ集

（１）高速増殖炉の仕組み

（２）各燃料サイクルの天然ウラン利用効率

（３）各燃料サイクルの電気エネルギー発生量と主な廃棄物の負荷

①軽水炉ワンススルーの場合（燃焼度：３２ＧＷｄ／ｔ）

②高速増殖炉サイクルの場合（燃焼度：７４ＧＷｄ／ｔ、

リサイクル回数：３回）

③高速増殖炉サイクルの場合（燃焼度：７４ＧＷｄ／ｔ、

リサイクル回数：無限回）

④主な廃棄物の単位電気エネルギー当りの負荷

（４）各国における核燃料サイクル技術の研究開発について

（５）世界の高速増殖炉開発スケジュール
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（１）高速増殖炉の仕組み

燃えない（核分裂しない）ウラン （→解説）に中性子を当てると、その中性子
を吸収して燃える（核分裂する）プルトニウムに変換されます。
核分裂によって生じる中性子の数は 高速増殖炉では約2.8個 一般の原子炉 軽、 、 （

水炉）では約2.4個で、高速増殖炉で核分裂を起こさせた方が、たくさんの中性子
を発生させることができます。
このため、多く発生する中性子を、燃えないウランからプルトニウムへの変換に

利用することができ、より多くのブルトニウムを作り出すことができます。
このように、核分裂を持続させながら、燃えないウランをプルトニウムに変換し

ていくことにより、結果として、消費した量以上の新しいプルトニウムをつくり出
すことができます。これが増殖です。高速増殖炉とは高速で動く中性子（高速中性
子）を使ってエネルギーを発生させながら、プルトニウムを増殖させる原子炉とい
う意味です。

（解説）燃えないウラン：天然ウランの中には、燃えるウランと燃えないウランが
あります。天然ウランの中で、燃えるウランは0.7％だけで、残りの99.3
％は燃えないウランです。

 
 

高速増殖炉 

軽水炉 

高速中性子 

プルトニウムの増殖 

燃えるウラン 

核分裂を起こして
熱と中性子を出す 

遅い中性子 
燃えるウラン 

燃えないウラン 
中性子を 
取り込む プルトニウム 

核分裂を起こして
熱と中性子を出す 

高速中性子 

中性子と
反応 

中性子と
反応 

中性子と
反応 

核分裂を起こして
熱と中性子を出す 

核分裂を起こして
熱と中性子を出す 

遅い中性子 

減速 

減速 

中性子と
反応 

プルトニウム 
や燃えるウラン 

プルトニウム 
や燃えるウラン 

(軽水炉では、１回の核分裂によって発生する中性子 
 の数が少ないので、増殖を行うことはできません) 
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（２）各燃料サイクルの天然ウラン利用効率

原子炉 ウラン利用効率

軽水炉
０．５％

（ワンススルー）

軽水炉
０．７５％

（プルサーマル）

(*)ＦＢＲ ６０％程度

出典： プルトニウム」鈴木篤之編著「

* 燃焼度を５０ＧＷｄ／ｔ、リサイクル回数を無限回とし、再処理及び

燃料加工工程における損失を３％程度としたときの理論的な値
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（３）各燃料サイクルの電気エネルギー発生量と

主な廃棄物の負荷

電気エネルギー
主な廃棄物の単位電気

*1シナリオ 発生量
*2エネルギー当りの負荷

（ＧＷｄ）

軽水炉ワンススルー １．７

単位電気エネルギー当
軽水炉プルサーマル

２．５ りの負荷を比較すると、
（１回リサイクル）

負荷の小さい順から

ＦＢＲ(３回、無限回)、
ＦＢＲ

３２ プルサーマル、軽水炉
（３回リサイクル）

ワンススルーとなります

（参考）

ＦＢＲ １９０

（ ）無限回リサイクル

） 、 。*１ エネルギー発生量は 各々天然ウラン１トンから発生する量です

*２）ここで「負荷」とは「毒性」を意味しており、各放射性同位体の

放射性濃度を飲料水に対する最大許容濃度で割った値で、各放射

性同位体を最大許容濃度まで希釈するのに何立方メートルの水を

必要とするかを表しています。

出典：高速増殖炉懇談会報告書
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 天然ウラン１トンから約1.7GWdの電気エネルギーを取り出すことができます。 

U-238(993kg) 

①軽水炉ワンススルーの場合（燃焼度：３２ＧＷｄ／ｔ） 

転換、濃縮

および加工 

U-238(844kg) 

U-235(2kg) 

U-235(5kg) 

U-235 

(7kg) 

U-238(149kg) 

1.7GWd *1 

U-238(146kg) 

U系廃棄物(含テイ

ルU)846kg*2 *3 

天然ウラン1トン 取り出す電気エネルギー 濃縮ウラン154kg 

使用済燃料154kg*2 *3 

FP(5.2kg) 

Pu(1.4kg) TRU(0.1kg) 

U-235(1.3kg) 

Puへ変換 

U235 

1.3kg 

FP5.2kg 

(燃焼分) 

Pu+TRU 

1.5kg 

U235 

5kg 

燃焼前 燃焼後 

＊1） 電気エネルギーとして取り出せるのは、U-235約3.7kgおよび原子炉内でU-238から変換したPu-239約1.5kgが燃焼

した量で、これらは約1.7GWdに相当します。GWdはエネルギーを表す単位で、１GWd＝24×106kWhです。 

＊2） 製錬済みの天然ウランを出発物質と仮定しているため、製錬時に発生する廃棄物 （残土など） は含めていません

が、濃縮工程から発生するテイルウランは廃棄物として含めました。 （テイルウランとは濃縮の際に発生する廃品ウラ

ンと呼ばれるもので一般にU-235の濃度が0.25%程度と天然ウランのそれに比べ低くなっています。） 主な廃棄物の

形態は使用済燃料です。 

＊3） 廃棄物発生量は重量で評価しており、容積として即ちドラム缶の発生量などとは異なります。 

＊4） 運転にともない発生する廃棄物や、廃炉にともなう廃棄物は含めていません。 

U238 

146kg 

U238 

149kg 

軽水炉 
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 核物質１トンから約32GWdの電気エネルギーを取り出すことができます。 

U、Pu（１トン） 

②高速増殖炉サイクルの場合（燃焼度：７４ＧＷｄ／ｔ、リサイクル回数：３回） 

MOX 加工 U-238 

U-235 

少量の U-235 

合計 32GWd *1（３回リサイクル） 

U-238

ガラス固化体中の高レベ

ル廃棄物98kg*2 *3 

U、Pu（1トン） 

取り出す電気エネルギー 

U、Pu系廃棄物69kg*2 *3 

FP(84kg) 

少量の Pu 

少量の U、Pu、

TRU 

＊1） 電気エネルギーとして取り出せるのは、主にU-235、原子炉内でU-238から変換したPu-239、およびMOX燃料中

のPu-239の合わせて約84kgが燃焼した量で、これは約32GWdに相当します。 

＊2） 製錬済みの天然ウランを出発物質と仮定しているため、製錬時に発生する廃棄物（残土など）は含めていません。

また、３回リサイクル後に再処理して最終的に回収する約833ｋｇのUとPuは廃棄物には含めません。主な廃棄物は加

工と再処理工程からロスとして発生する（U+Pu+TRU）廃棄物の合計約69ｋｇ （加工と再処理工程でのロス率は各々

1%、2%と仮定） および高レベル廃棄物（ガラス固化体）98ｋｇです。 

＊3） 廃棄物発生量は重量で評価しており、容積として即ちドラム缶の発生量などとは異なります。 

＊4） FBRでは組成が劣化 （高次化） したPuを効率良く燃やすことができます。炉心燃料とブランケット燃料を混合して

利用する場合、この組成劣化も進まなくなります。 

＊5） 運転にともない発生する廃棄物や、廃炉にともなう廃棄物は含めていません。 

FBR 再処理 
MOX 

燃料 

使用済 

燃料 

回収したU、Pu *4 

(833kg) 

回収したU、Pu *4、TRU 

Pu 
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 核物質１トンから約１９０GWdの電気エネルギーを取り出すことができます。 

U、Pu（１トン） 

③高速増殖炉サイクルの場合（燃焼度：７４ＧＷｄ／ｔ、リサイクル回数：無限回） 

MOX 加工 

U-235 

U-238(含U-235) 

合計 190GWd *1（無限回リサイク

U-238

ガラス固化体中の高レ

ベル廃棄物582kg*2 *3 

U、Pu1トン 

取り出す電気エネルギー 

U、Pu系廃棄物合計418kg*2 *3 

＊1） 電気エネルギーとして取り出せるのは、U-235および原子炉内でU-238から変換したPu-239の合わせて約500kgが燃

焼した量で、これは約190GWdに相当します。GWdはエネルギーを表す単位で、１GWd＝24×106kWhです。 

＊2） 主な廃棄物は、無限回リサイクルした場合の加工と再処理工程からロスとして発生する（U+Pu+TRU）廃棄物の合計約

418ｋｇ （加工と再処理工程でのロス率は各々1%、2%と仮定） および高レベル廃棄物 （ガラス固化体中） 582ｋｇです。 

＊3） 廃棄物発生量は重量で評価しており、容積として即ちドラム缶の発生量などとは異なります。 

＊4） FBRでは組成が劣化 （高次化） したPuを効率良く燃やすことができます。炉心燃料とブランケット燃料を混合して利

用する場合、この組成劣化も進まなくなります。 

＊5） 運転にともない発生する廃棄物や、廃炉にともなう廃棄物は含めていません。 

FBR 再処理 MOX燃料 使用済燃料 

回収したU、Pu *4、TRU 

Pu 

極少量の TRU TRU 

Pu 
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④主な廃棄物の単位電気エネルギー当りの負荷

1E+4

1E+5
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出典：高速増殖炉懇談会第７回配布資料より

軽水炉ワンススルー

軽水炉プルサーマル
（１回リサイクル）

　　　　ＦＢＲ（３回リサイクル）
（参考）ＦＢＲ（無限回リサイクル）



 
（４）各国における核燃料サイクル技術の研究開発について 
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DOE :米国エネルギー省 
GE  :ｾﾞﾈﾗﾙｴﾚｸﾄﾘｯｸ社 
NERI:原子力ｴﾈﾙｷﾞｰ研究 
ｲﾆｼｱﾁﾌﾞ 

ANL :ｱﾙｺﾞﾝﾇ国立研究所 
LANL:ﾛｽｱﾗﾓｽ国立研究所 
PRISM:小型モジュール炉 

CEA:仏国原子力庁 
EFR:欧州統合高速炉 
ANDRA:放射線廃棄物 
   管理機構 
(注)「廃棄物処理・処分 
に関する91年12月 
30 日の法律」 

BfS:独国連邦放射線
防護庁 

RIAR:原子炉科学研究所 
IPPE:物理ｴﾈﾙｷﾞｰ研究所 

UKAEA:英国原子力公社 
BNFL :英国原子燃料会社 
GCR  :ガス冷却炉 
AGR  :改良ガス冷却炉 

BARC:ﾊﾞｰﾊﾞ原子力ｾﾝﾀｰ 

 アメリカ フランス イギリス ドイツ ロシア インド 中国 韓国 日本 
 
 
 

核燃料 
サイクルの 
政策 

当初、核燃料サイクルを
完結する方針であったが
経済性、核不拡散性等の
観点から再処理オプショ
ンを放棄した。現在は、
ワンス・スルー方針。 
但し、核兵器解体に伴う
余剰兵器 Pu は軽水炉で
燃焼及び固化を計画。 

Pu は軽水炉、高速炉で利用す
る計画。 
商用の再処理及びMOX製造を
実施。 

AGR，軽水炉でのウラ
ン利用。軽水炉でのPu
利用。 
商用の再処理及び MOX
製造を実施。 

軽水炉での濃縮ウラ
ン、Pu利用。 
再処理及び MOX 製造は
英国、仏国に委託。 
使用済み燃料の直接処
分の法律も通過。 
連邦政府が原子力発電
の終了を決定（新設禁
止）。 

当面は黒鉛炉(RBMK)と軽
水炉(VVER)でのウラン利
用。 
将来は、高速炉を中心とし
た核燃料サイクルの確立
を目指す。 
核兵器解体に伴う余剰兵
器 Pu は VVER と BN-600 等
で燃焼を計画。 

CANDU 炉での天然ウラ
ン利用。 
ウラン又はトリウム
をブランケットとし
た Pu 高速増殖炉の開
発。 
最終的には、U-233 と
トリウムの燃料サイ
クルを目指す。 

PWR 及び APWR によるウ
ラン利用。 
ウラン資源有効利用の
ため Puリサイクルを基
本(FBR を開発)。 

CANDU 炉及び軽水炉で
のウラン利用。再処理せ
ず。 
軽水炉で使用した燃料
を重水炉で再利用する
「タンデムサイクル
（DUPIC 燃料）」を米・
カナダと協力して開発
中。 

核燃料サイクルの完結を目指す。 
現状は、軽水炉での Pu利用を推進（プルサー
マル）。FBR は将来の非化石エネルギーの有
力な選択肢の一つとして研究開発を実施。 

 
 
 

高速炉 

実験炉 EBR-II は 1994 閉
鎖決定。 
実験炉 FFTF は停止中(待
機モード)、再開検討中。 
GEがPRISM炉の研究開発
を実施。 
NERI プログラムで小型
高速炉を研究。 

実験炉ﾗﾌﾟｿﾃﾞｨｰ閉鎖(1982)。 
原型炉ﾌｪﾆｯｸｽは 2004 まで運
転。 
実証炉ｽｰﾊﾟｰﾌｪﾆｯｸｽは 1998に
放棄を決定。 
EFR 計画に参加していたが設
計研究は終了。 

実験炉 DFR は閉鎖。 
原型炉PFRは閉鎖作業
中。 
商業炉(CDFR)を計画
していたが EFR 計画
(欧州統合高速炉)に
統合。 
EFR の設計研究は終
了。 

実験炉 KNK-II は閉鎖
(1991)。 
原型炉 SNR-300 は燃料
装 荷 前 に 計 画 中 止
(1991)、解体中。 
SPX の設計、建設に参
加。 
EFR 計画に参加してい
たが設計研究は終了。 

実験炉 BR-10、BOR-60 運転
中。 
原型炉BN-350(カザフスタ
ン)廃止決定(1999)。 
原型炉 BN-600 運転中。 
実証炉 BN-800 建設計画
中。 
鉛冷却実験炉 BREST-300
計画中。 

高速実験炉 FBTR 運転
中（15MWe,Pu-U 炭化物
燃料）。 
原型炉 PFBR 設計中
(500MWe,MOX 燃料)。 

1998 秋、北京郊外に高
速実験炉( 65MWt , 
25MWe)を建設開始。2003
臨界予定。 

基礎技術及び概念設計
を実施中。 

実験炉(「常陽」:100MWt)運転中。 
原型炉(「もんじゅ」: 714MWt ,280MWe)現在
運転停止中。 

 
 

軽水炉 
再処理 

 

なし 
 
 
 

COGEMA 社: 
La Hague(濃縮Ｕ用 800 tU/
年が２施設) 
CEA： 
Marcoule(天然Ｕ用 400tU/
年, 1997 運転停止) 

BNFL： 
SellafieldのTHORP工
場 (LWR, AGR 燃 料 
1200tU/年)運転中。 
Sellafield の B205 工
場(GCR,1500tU/年)運
転中。 

再処理を英国（BNFL），
仏国（COGEMA）に委託。 

RT-1 再処理プラント 
(Chelyabinsk) 運 転 中、
RT-2 再処理プラント 
(Krasnoyarsk)建設中。 

Kalpakkam(100tHM/
年)、Tarapur(100tHM/
年)、Trombay(30tHM/
年)再処理プラント運
転中。 
 

甘粛省蘭州に民生用再
処理パイロットプラン
トを建設中。 

なし 東海再処理工場(0.7t HM/日)は現在運転停止
中。六カ所村に商業プラント建設中(約
800tHM/年)。 

 
高速炉 
再処理 

ANL で乾式再処理技術の
研究していたが中止。 

CEA が高速炉用パイロットプ
ラントを運転していたが閉
鎖中。 
(Marcoule,5tHM/年)。 

UKAEA： 
Dounreay の小規模工
場 (6tHM/年) 閉鎖中。 

 RIAR で乾式再処理技術の
研究を実施中。 
RT-1 で湿式再処理技術の
研究を実施中。 

FBTR 使用済み燃料の
再処理研究施設整備
中。 

  高レベル放射性物質研究施設 CPF で実験室規
模の再処理研究実施。 
リサイクル機器試験施設 RETF での研究を計
画中。 

高速炉 
燃料製造 

 COGEMA 社： 
Cadarache（FBR,軽水炉 MOX
用 35tHM/年）。 
 

BNFL： 
Sellafield（FBR,軽水
炉 MOX 用 8tHM/年）。 

SIEMENS 社： 
Hanau（FBR，軽水炉 MOX
用 30tU/年）1994 に閉
鎖。 

Electrostal Plant で BN
用ウラン燃料製造。マヤク
の PAKET で高速炉、VVER
用 MOX 燃料製造研究。 
RIAR で振動充填方式によ
る高速炉用 MOX を製造。 

BARCのMOX及び炭化物
燃料製造施設稼働中。 

  東海 MOX 燃料工場（「常陽」及び「もんじゅ」
用 5tMOX/年）稼働中。 

 
 

高レベル 
放射性廃棄物 
処理・処分 

商業原子炉からの使用済
燃料は直接処分。軍事関
連施設からの高レベル廃
液はガラス固化後、地層
処分。 
DOE がユッカマウンテン
を処分候補地としてサイ
ト特性調査中。 

HLW はガラス固化して安定
化。 
1991 法(注)に基づき分離変
換技術、深地層処分、長期貯
蔵の研究開発を進め、2006 に
方針決定。 
CEA：分離変換技術、長期貯
蔵の研究開発 
COGEMA:廃棄物処理 
ANDRA:地層処分の研究開発 

HLW は ,ガラス固化
(AVM 法)し,最低 50 年
間貯蔵。 
処分方針については
未定。 

HLW はガラス固化し地
層処分の計画。 
使用済燃料の直接処分
も選択肢の一つ。 
BfS がゴアレーベンで 
サイト特性調査中。 

HLW のガラス固化施設あ
り。 
（マヤク施設(RT-1 等)) 

 再処理後の HLW 溶液を
ガラス固化し、深地層処
分する方針。処分候補地
としてゴビ砂漠の北山
地区が有力。 

使用済燃料を外国に委
託し再処理するか、その
まま深層地下処分する
か未決定。 
使用済燃料の中間貯蔵
施設を建設予定。 

ガラス固化、貯蔵後、地層処分する方針。 
サイクル機構においてガラス固化処理試験を
実施中。 
 

 
 

長寿命核種の 
分離変換 
技術の研究 

ANL で IFR 計画の中で MA
リサイクルを検討したが
中止。 
DOE において、LANL で加
速器駆動核変換技術の開
発指針を策定。 

上記法に基づき、分離・変換
技術の研究を実施中。高速炉
を用いた Pu 燃焼（CAPRA 計
画）、MA 燃焼及び FP 核変換
（CADRA 計画）を実施中。 
加速器駆動末臨界炉の実証
研究を EU 内での国際共同研
究として提案中。 

フランスを中心とし
た CAPRA 計画に参加。 

フランスを中心とした
CAPRA 計画に参加。 
 
（EU の超ウラン研究所
で、分離、MA 燃料の研
究中） 

IPPE の臨界実験装置で Np
の実験を実施。 
RIAR で乾式再処理と振動
充填により MA 燃料を製造
し、高速炉での燃焼を実施
中。 
マヤクで分離技術研究開
発中。 

なし なし 長寿命核種の分離変換
技術の研究実施中。 

オメガ計画の元に、原研、サイクル機構、電
中研を中心として分離変換技術研究を実施
中。 
「常陽」で Np入り燃料の照射準備中。 



                                      参－３２ 

（５）世界の高速増殖炉開発スケジュール 

西                  暦 
国 名 プラント名 出力(炉型) 

 

アメリカ 

実験:Clementine 
実験:EBR-I 
実験:LAMPRE 
実験:EBR-II 
実験:E. Fermi 
実験:SEFOR 
実験:FFTF 
原型:CRBR 
実証:PRISM 

25kWt(L) 
0.2MWe(L) 

1MWt(L) 
20MWt(L) 
61MWe(L) 
20MWt(L) 

400MWt(L) 
380MWe(L) 
155MWe/m(T) 

           

イギリス 実験:DFR 
原型:PFR 

15MWe(L) 
250MWe(T) 

           

フランス 
実験:Rapsodie 
原型:Phenix 
実証:Super Phenix 

40MWt(L) 
250MWe(T) 
1240MWe(T) 

           

ド イ ツ     実験:KNK-II 
原型:SNR-300 

20MWe(L) 
327MWe(L) 

           

イタリア 実験:PEC 120MWt(L)            
欧 州     実証:EFR 1420MWe(L)            

日 本     
実験:常陽 
原型:もんじゅ 
実証炉 

100MWt(L) 
280MWe(L) 
660MWe(L) 

           

ロ シ ア     実験:BR-5/BR-10 
実験:BOR-60 
原型:BN-600 
実証:BN-800 

5.9/10MWt(L) 
12MWt(L) 

600MWe(T) 
800MWe(T) 

 

ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ     原型:BN-350 150MWe+脱塩(L) 

          

 
イ ン ド     実験:FBTR 15MWe(L)            
中 国     実験:CEFR 25MWe(T)            
注）着工    初臨界(運開)    ：閉鎖    ：運転中    ：計画中  炉型(L)：ループ型、(T)：タンク型 
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